
 
 
 
 
 
 
 

中部圏広域地⽅計画の推進について 
令和 4 年度の取組み 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和５年５⽉ 
中部圏広域地⽅計画協議会 

幹 事 会 
 

 
 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

令和 4 年度 中部圏広域地⽅計画の推進について 

■中部圏広域地⽅計画について 
 中部圏広域地⽅計画は、国⼟形成計画法第９条に基づき、全国レベルの「国⼟形成計画」を踏まえ各地⽅ブ

ロックごとに⽅針・⽬標・施策を定めるもので、中部圏の 2050 年頃までを展望しつつ、今後概ね 10 ヶ年間

の国⼟形成に係る基本的な計画である。 

 本計画は、世界を先導するスーパー・メガリージョンのセンターとして、差し迫る⼈⼝減少・⾼齢化に適応

し、リニア効果を最⼤限発揮、我が国の成⻑エンジンの⼀翼を担う安全・安⼼な中部圏の国⼟づくりに係る指

針として、中部圏広域地⽅計画協議会で取りまとめ、国⼟交通⼤⾂が決定した。（2016 年 3 ⽉ 29 ⽇） 

■中部圏広域地⽅計画の効果的推進について 
 中部圏広域地⽅計画「第５章 計画の効果的推進に向けて」の位置づけを踏まえ、計画の効果的推進に係る

検討及び計画の進捗管理を進める。 

１．計画の効果的推進検討 

 中部圏広域地⽅計画協議会及び関係機関により、計画の効果的な推進に向けた各種施策・具体化を検討する。 

【推進体制】中部圏広域地⽅計画協議会 

２．計画の進捗管理 

 中部圏広域地⽅計画において、今後１０ヶ年にわたり重点的に取り組む１０のリーディングプロジェクトに

ついて進捗管理を⾏いつつ、取組効果の把握・評価を⾏った上で必要な措置を講じていく。 

 実効性を⾼め着実な推進を図る観点から、計画（plan）・実⾏（do）・評価（check）・改善（act）のプ 

ロセスによるフォローアップを毎年実施。 

 中部・北陸圏の広域連携に係る施策展開も「北陸圏・中部圏広域地⽅計画合同協議会」の枠組みなどを活 

⽤し、適宜、フォローアップを実施。 



 

 
 

 

■中部圏広域地⽅計画の体系 
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１ 令和４年度の概要（総括） 

5 つの基本⽅針、10 のプロジェクトの別で集計した取組数（延べ数）は次のとおりです。 
令和 4 年度は管内において計 1,240 の取組が実施されています。 
また、令和 4 年度に新たに始まった取組は 28 つあり、5 つの取組が終了しました。 

 
令和 4 年度の取組数（基本⽅針・プロジェクト別） 

基本⽅針 取組数 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ名 取組数 
基本⽅針１ 
世界最強・最先端のものづくりの進化 

245 １ ものづくり中部・世界最強化プロジ
ェクト 

245 

基本⽅針２ 
スーパー・メガリージョンの 

138 ２ リニア効果最⼤化対流促進プロジ
ェクト 

25 

センター、我が国の成⻑を牽引  ３ 新たな観光交流おもてなしプロジ
ェクト 

113 

基本⽅針３ 
地域の個性と対流による地⽅創⽣ 

267 ４ 中部圏創⽣暮らしやすさ実感プロ
ジェクト 

210 

  ５ 快適・安全安⼼な⽣活環境実現プロ
ジェクト 

57 

基本⽅針４ 
安全・安⼼で環境と共⽣した 

359 ６ 中部・北陸圏強靭化プロジェクト 
 

145 

中部圏形成 
 

７ 環境共⽣・国⼟保全プロジェクト 
 

139 
  

８ インフラ戦略的維持管理プロジェ
クト 

75 

基本⽅針５ 
⼈材育成と共助社会の形成 

231 ９ すべての⼈が輝く「ひとづくり」プ
ロジェクト 

125 
  

１０ 新たな「つながり」社会構築プロ
ジェクト 

106 

計 1240 
(1154) 

計 1240 
(1154) 

※合計欄の()内の数値は分類項⽬間の重複計上を除いた総取組数 

 

２ 計画の進捗管理【プロジェクトの推進】 

基本⽅針、プロジェクト別の令和 4 年度の取組状況は次のとおりです。 
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基本⽅針１世界最強・最先端のものづくりの進化 

 
 

１．ものづくり中部・世界最強化プロジェクト 
 

【令和 4 年度取組の概要】 
○ ものづくり中部・世界最強化プロジェクトに向けた取組みとして、「戦略産業の強化、新産業の

創出・育成」「ものづくり中堅・中⼩企業の企業の振興・⾼度化」「ものづくり産業を担う活躍す
る⼈材の育成・確保」「ものづくりを⽀える産業基盤の強化」に関する取組みが、積極的に進め
られている。 

 「次世代⾃動⾞関連産業の育成・強化」では、「⾼度運転⽀援システムの実⽤化」として、交通
事業者が実運⾏で再現可能なビジネスモデルの構築を⽬指し、複数の地域で⾃動運転の実証実
験が⾏われた。 

 「アジア No.1 航空宇宙産業クラスターの形成」では、「企業経営基盤強化のための他分野への
展開⽀援」として、航空宇宙関連企業がこれまでに培ってきた⾼度な技術を活かし、新分野へ
の展開を図るために必要な事業計画の策定等に要する経費の⼀部を補助した。 

 「ヘルスケア産業の育成・強化」では、「医療健康分野の世界レベルの製品開発や事業展開の⽀
援」として、医療健康産業の集積と振興のため、拠点施設「静岡県医療健康産業研究開発セン
ター」を活⽤し、地域企業の参⼊促進と製品開発を推進している。 

 「⼤学や官・⺠の研究開発・イノベーション⼒・先端技術の積極的活⽤による新産業創出」で
は、「産学官によるオープンイノベーションの促進」として、新たな価値を創造する⼈材を若年
層の段階から発掘・育成することを⽬的に、愛知県における「スタートアップ・エコシステム」
の形成を図るために、起業家育成プログラム、ビジネスプランコンテスト、マッチングイベン
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ト等を開催するとともに、⼩中⾼⽣を対象とした起業家精神育成プログラム「AICHI STARTUP 
SCHOOL（あいちスタートアップスクール）2022」を実施した。 

 「ものづくり産業を担う活躍する⼈材の育成・確保」では、「産業現場の即戦⼒、リーダーとな
る実践的で⾼度な技術・技能を習得した⼈材の育成」として、ナゴヤ イノベーターズガレージ
において新規事業の開発スピードやスタートアップの量と質のさらなる向上を⽬指し、メンタ
ーや先輩起業家による⽀援、起業家間の交流による熱量を⾼める仕掛けやコミュニティ形成の
場が新たに整備された。また、「医療健康分野の世界レベルの製品開発や事業展開の⽀援」とし
て、グローバル化や科学技術の進展による⼤きな変化に対応できる⼈材を育成するため、訓練
機器等の整備等が実施された。 

 「ものづくりを⽀える産業基盤の強化（港湾）」では、「国際拠点港湾・重要港湾におけるコン
テナターミナルの整備及びふ頭再編の推進」として、貨物の増加や船舶の⼤型化に対応するた
め、⽼朽化対策・耐震対策とあわせて、港湾施設の増深改良を実施している。 
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■コラム（取組例） 
１．ものづくり中部・世界最強化プロジェクト 
１－１（１）①【高度運転支援システムの実用化】 

取組事例 ⾃動運転の実証実験 

機関名 愛知県 

取組内容 ●⾃動運転の実証実験について 
・社会実装に向けた取組を更に深化させ、交通事業者等が実運⾏で再現可能なビ

ジネスモデルの構築を⽬指し、３地域で実証実験を⾏う。 
 
○実施地域 
 ・常滑市（中部国際空港島及びその周辺地域） 

・⻑久⼿市（愛・地球博記念公園） 
 ・名古屋市（名駅南から栄南地区） 
    
●今後の予定・⽅向性 

・社会実装に向けては、国の⽬標である、2025 年の「全国各地域での無⼈⾃動
運転移動サービス」の実現に向けて、地域毎により適した⾞両、技術⽅式を採
⽤した実証実験を⾏うとともに、法制度⾯や社会的受容性、事業⾯での社会実
装を前提とした分析を推進する。 
 

イメージ図 

    
・⾃動運転⾞両イメージ 

（左）⾃動運転⾞両（名古屋市） 
（中）⾃動運転⾞両（常滑市） 

 （右）⾃動運転⾞両（⻑久⼿市） 
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１－１（１）②【企業経営基盤強化のための他分野への展開支援】 

取組事例 航空宇宙関連企業新ビジネス展開⽀援事業 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●県内航空宇宙関連企業がこれまでに培ってきた⾼度な技術を活かし、新分野への
展開を図るために必要な事業計画の策定、試作品の作成、販路開拓等に要する経
費の⼀部を補助。 

＜補助制度の概要＞ 
・補助対象者：県内の航空宇宙関連中⼩企業 
・補助率：2／3 以内 
・補助対象(限度額)：3,200 千円 

 
●今後の予定・⽅針 
 新型コロナウイルス感染症拡⼤による航空宇宙関連産業への影響を鑑みて継続

的な⽀援を⾏う。 
 

イメージ図 
令和４年度事業の主な成果品 

 

     
 

 

  

輸送機材固定捕縛⽤ 
チェーン 

（タイダウンチェーン） 

⼤型ペット専⽤浴槽 キャンピングトレーラー 
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１－１（１）③【医療健康分野の世界レベルの製品開発や事業展開の支援】 

取組事例 ファルマバレープロジェクトの推進（拠点施設の活⽤） 

機関名 静岡県 

取組内容 ●医療健康産業の集積と振興を推進するため、拠点施設「静岡県医療健康産業研究
開発センター」を活⽤し、地域企業の参⼊促進と製品開発の加速化を図っている。 

＜拠点施設の概要＞ 
・研究開発、企業⽀援、⼈材育成、交流・連携の機能を⼀元的にパッケージ化し、

⼊居企業・地域企業を全⾯的にバックアップしている。 
・施設は、以下の３つのゾーンで構成されている。 
・リーディングパートナーは、テルモ㈱が⼊居。⾃ら開発・製造を⾏いつつ、⼊

居企業の製品開発を⽀援している。 
・地域企業開発⽣産ゾーンは、⾃動⾞産業から医療分野へ参⼊した東海部品⼯業

㈱が⼊居し、インプラント等を開発・製造している。 
・研究開発室は、⼤⼿企業や地域企業、知財事務所、コンサルタント等９社が⼊

居している。 
 

●効果や進捗 
・医療健康産業政策における相互連携に関する協定を締結し、ふじのくに先端医

療総合特区でも連携する⼭梨県と両県企業が連携して「⼿術⽤頭部固定具」を
開発 

・令和３年度は、14 件の事業化を達成した。 
 

●今後の予定・⽅向性 
・拠点施設の機能を最⼤限に活⽤し、地域企業の新規参⼊や製品開発等の加速化

を図る。 
・令和３年３⽉にファルマバレーセンター内に設置された「⾃⽴のための３歩の

住まい」の実装化に向け、令和４年８⽉ 23 ⽇に採択された令和４年度住まい
環境整備モデル事業（国交省）を活⽤し、「３歩の住まい」の標準モデルの構
築を⽬指す。 

 
イメージ図  

   

静岡県医療健康産業研究開発 
センター外観 

ファルマモデルルーム 
「⾃⽴のための 3 歩の住まい」 
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１－１（１）⑤【産学官によるオープンイノベーションの促進】 

取組事例 Aichi-Startup 戦略の推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●「Aichi-Startup 戦略」を推進し、愛知県における「スタートアップ・エコシステ
ム」の形成を図っている。引き続き、起業家の育成プログラム、ビジネスプラン
コンテスト、マッチングイベント等を開催するとともに、令和 4 年度から、新た
な価値を創造する⼈材を若年層の段階から発掘・育成することを⽬的に、⼩中⾼
⽣を対象とした起業家精神育成プログラム「AICHI STARTUP SCHOOL（あいち
スタートアップスクール）2022」を実施。 

●2024 年 10 ⽉の開業を⽬指すスタートアップ⽀援拠点「STATION Ai」について
は、設計が完了し 2023 年 1 ⽉から建設⼯事に着⼿。 

●先進的な海外のスタートアップ⽀援のノウハウの習得のため、アメリカ・テキサ
ス⼤学オースティン校、フランス・STATION F、Paris＆Co、INSEAD、Bpifrance、
IMT Atlantique、シンガポール国⽴⼤学、中国の清華⼤学の関係組織 Tus 
Holdings、上海交通⼤学、浙江⼤学、イスラエル・イノベーション庁、Start-Up 
Nation Central との連携プログラム等を実施。 

●2020 年 7 ⽉に、愛知・名古屋及び浜松地域が内閣府のスタートアップ・エコシ
ステム グローバル拠点都市に認定され、拠点形成計画に掲げた取組を実施。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・今後は、引き続き「STATION Ai」の整備及び開業に向けた準備を推進する。 
・Aichi-Startup 戦略の推進のための取組を継続し、スタートアップ・エコシス

テムの形成に取り組む。 
 

イメージ図 
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１－１（３）【産業現場の即戦力、リーダーとなる実践的で高度な技術・技能を習得した人材

の育成】 

取組事例 ナゴヤ イノベーターズ ガレージ 

機関名 中部経済連合会、名古屋市 

取組内容 ●ナゴヤ イノベーターズ ガレージは令和元年 7 ⽉の開設以来、既存企業の新た
なビジネスへの変⾰やスタートアップ等のベンチャー企業の成⻑⽀援を実施。 

●新規事業の開発スピードやスタートアップの量と質のさらなる向上を⽬指し、メ
ンターや先輩起業家による⽀援、起業家間の交流による熱量を⾼める仕掛けやコ
ミュニティ形成の場が必要と考え、令和 4 年７⽉に同施設を増床する形で階下
に「アネックス」をオープン。 

●アネックスでは、新規事業や起業を⽬指す社会⼈・学⽣が集い、ビジネスプラン
やビジネスアイデアのブラッシュアップを⾏う場として活⽤。さらには、メンタ
ーを⼊れることで幅広い活動を展開。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・新規事業部やスタートアップのプロダクトをアネックスに展⽰し、多様な⼈た
ちからのフィードバックをもとに、プロダクトのブラッシュアップを図る。 

イメージ図 

 

ナゴヤ イノベーターズ ガレージ アネックスの Co-Creation Zone 
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１－１（３）【若手技術者・技能者等に対する実践的教育や専門教育、職業訓練】 

取組事例 静岡県⽴⼯科短期⼤学校の取組状況 

機関名 静岡県 

取組内容 ●静岡県では、グローバル化や科学技術の進展による⼤きな変化に対応できる⼈材
を育成するため、清⽔技術専⾨校及び沼津技術専⾨校を統合・教育内容を⾼度化
し、令和３年４⽉に静岡県⽴⼯科短期⼤学校（静岡キャンパス、沼津キャンパス）
が開校した。 

●令和４年度は、第２期⽣ 118 ⼈が⼊学（令和３年度は 120 ⼈が⼊学）。 
●短期⼤学校化後、初の卒業⽣の地元企業への就職等を⽀援した。 
●引き続き、訓練機器等の整備や、静岡キャンパスの旧施設を解体し、講堂、多⽬

的実習棟等の整備を実施。 
＜短期⼤学校概要＞ 

名  称 静岡県⽴⼯科短期⼤学校 
［Shizuoka College of Technology］ 

設置場所 静岡キャンパス：静岡市清⽔区楠（現地建替え） 
沼津キャンパス：沼津市⼤岡（既存施設の活⽤） 

修業年限 ２年 

設 置 科 
（定員） 

静岡キャンパス 沼津キャンパス 
機械・制御技術科（30 ⼈） 
電 気 技 術 科（20 ⼈） 
建 築 設 備 科（20 ⼈） 

機械・⽣産技術科（20 ⼈） 
電 ⼦ 情 報 技 術 科（20 ⼈） 
情 報 技 術 科（20 ⼈） 

 
●今後の予定・⽅向性 

・基本理念「現場に⽴って、⾃ら考え、⾏動できる⼈材を育成」の下、⽇本⼀の
「実学の府」を⽬指し、ものづくり産業を⽀える⾼度⼈材の育成に取り組む。 
 

イメージ図 ＜静岡キャンパス新築施設＞ 

 

  

本館 視聴覚教室 

機械技術科実習場 
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１－１（４）①【国際拠点港湾・重要港湾におけるコンテナターミナルの整備及びふ頭再編

の推進】 

取組事例 名古屋港⾶島ふ頭の再編 

機関名 中部地⽅整備局 

取組内容 ●名古屋港⾶島ふ頭において貨物の増加や船舶の⼤型化に対応するため、既存施設
の⽼朽化対策・耐震対策とあわせて、⽔深 12m→15m に増深改良するふ頭再編
を実施。 

 
●効果や進捗 

・R1 岸壁について、令和 4 年度 10 ⽉に供⽤開始。 
 
●今後の予定・⽅向性 

・令和 4 年度にて R1 岸壁完了。令和 5 年度より R2 岸壁へ着⼿。 
 

イメージ図  

 

  

⾶島ふ頭 

 
 

岸壁(水深 15m)(改良) 

泊地(水深 15m) 

航路・泊地(水深 15m) 

ふ頭用地、荷役機械 
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基本⽅針２ スーパー・メガリージョンのセンター、我が国の成⻑を牽引 

 
 

２．リニア効果最⼤化対流促進プロジェクト 
 

【令和 4 年度取組の概要】 
○ リニア効果最⼤化対流促進プロジェクトに向けた取組みとして、「リニアを活かしたまちづく

り」「リニア効果を広域に波及させる基盤整備」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「名古屋駅を核とした名古屋⼤都市圏、中京⼤都市圏づくり」では、「コンベンション機能の拡

充・強化」として、MICE の開催を推進するため、基幹インフラとなる国際展⽰場を管理・運営
するとともに、第 1 展⽰館の移転改築等を実施した。また、「名古屋駅のスーパーターミナル
化」として、⾼い機能性を有した新時代の交流拠点の創出に向けた取組が進められている。 

 「リニア⻑野県駅を核としたまちづくり」では、「リニアバレー構想に基づく取組（アジアの航
空機システム拠点形成）」として、飯⽥市の「エス・バード」を⾼度⼈材育成機能、研究開発機
能、実証試験機能をもつ航空機システム産業振興拠点と位置付け、拠点マネージャーが配置さ
れた。 

 「リニア岐⾩県駅を核としたまちづくり」では、「岐⾩県リニア中央新幹線活⽤戦略に基づく取
組」として、県内全市町村、観光団体、経済団体等で構成する岐⾩県リニア中央新幹線活⽤戦
略研究会を開催し、「岐⾩県リニア中央新幹線活⽤戦略」戦略の改訂⽅針が決定された。 

 「リニア効果を広域に波及させる基盤整備（鉄道）」では、「鉄道アクセス 40 分交通圏の拡⼤」
として、知⽴駅付近連続⽴体交差事業が実施された。 
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３．新たな観光交流おもてなしプロジェクト 
 

【令和 4 年度取組の概要】 
○ 新たな観光交流おもてなしプロジェクトに向けた取組みとして、「地域特性を活かした広域観光

交流圏の形成」「広域観光交流を⽀える基盤整備」「広域観光周遊ルート「昇⿓道」における重
点ルートの設定」「訪⽇外国⼈旅⾏者の受⼊環境⽔準の向上」に関する取組みが、積極的に進め
られている。 

 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（静岡県中部・東部・伊⾖〜神奈川県⻄部〜⼭梨
県〜⻑野県東部）」では、「多彩な観光コンテンツ開発を促進し広域観光交流の促進」として、
「ふじのくにクルーズ船誘致戦略」の推進が実施された。 

 「地域特性を活かした広域観光交流圏の形成（名古屋⼤都市圏〜中京⼤都市圏）」では、「多様
なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展」として、ジブリパーク３エリア
を開園した。また、2026 年に開催するアジア競技⼤会にも活⽤できるよう、愛知県新体育館（愛
知国際アリーナ）の建設⼯事に着⼿した。さらに、⽊曽川中流域観光振興協議会が策定した観
光振興ビジョンに基づくフラッグシップイベントの開催が実施された。 

 「広域観光周遊ルート「昇⿓道」における重点ルートの設定」では、「テーマ性・ストーリー性
のある広域観光周遊ルートの形成」として複数の地域でサステナブルな観光振興コンテンツ造
成事業が実施された。 

 「訪⽇外国⼈旅⾏者の受⼊環境⽔準の向上」では、「訪⽇外国⼈旅⾏者受⼊環境の検証」として、
３つの地域（杉原千畝ルート、⾶騨地域、JR ⼩浜線沿線⾃治体）で整備された訪⽇外国⼈旅⾏
者の受⼊環境（多⾔語対応等）について現地視察を実施した。 
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■コラム（取組例） 
２．リニア効果最⼤化対流促進プロジェクト 
２（１）①【名古屋駅のスーパーターミナル化】 

取組事例 リニア駅周辺の⾯的整備、名古屋駅ターミナル機能の強化 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●リニア中央新幹線の開業に向けて、「名古屋駅周辺まちづくり構想」（平成 26
年）等の計画を踏まえ、⾼い機能性を有した新時代の交流拠点の創出に向けた取
り組みを進めている。 

 
●リニア駅周辺の⾯的整備 

・「リニア駅周辺のまちづくりの⽅向性（中間とりまとめ）」（平成 31 年）を
ふまえ、⼈々が集い、憩い、交流する広場が中⼼にあるまちの実現に向けて、
地元や関係機関等との協議・調整を実施した。 

・名古屋駅⻄地区まちづくり推進会議 
  令和 4 年 10 ⽉ 20 ⽇開催 
 
●名古屋駅ターミナル機能の強化 
 ・「名古屋駅駅前広場の再整備プラン（中間とりまとめ）」（平成 31 年）をふ

まえ、関係者との調整や事業の具体化に向けた検討、整備に向けた準備⼯事を
進めている。 

・⻄側では、リニア開業時における平⾯レベルでの整備について、令和４年 12
⽉にデザイン計画を公表した。 

・東側では各施設の設計の具体化の検討を⾏うとともに、令和 5 年度の地下部の
都市計画⼿続きに向けて関係事業者等との合意形成に向けて協議・調整を進め
た。また、駅前広場のモニュメント「⾶翔」解体などの⼯事を⾏った。 

・名古屋駅周辺エリアにおけるトータルデザイン検討会議 
  令和 4 年 8 ⽉ 19 ⽇開催 
 
●今後の予定 

・調整会議等の場で、関係者との協議・調整を引き続き実施しながら、事業化に
向けた取り組みや⼯事を進める。 

イメージ図 名古屋駅⻄側駅前広場リニア開業時の姿 完成イメージ図 
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２（１）①【コンベンション機能の拡充・強化】 

取組事例 ＭＩＣＥ施設の運営・整備 

機関名 名古屋市 

取組内容 ●ＭＩＣＥ施設の運営・整備 
・ＭＩＣＥの開催を推進するため、その基幹インフラとなる国際展⽰場を管理・

運営するとともに、第１展⽰館の移転改築等を実施し、令和 4 年 10 ⽉に開館
した。 

 
●今後の予定・⽅向性 
 ・新施設のオープンにより、会議やコンサート等の多⽬的な利⽤の増加が⾒込ま

れる中で、施設全体の適切な維持管理・修繕、運営により本市のＭＩＣＥ機能
を持続させる。また、国際展⽰場の催事による周辺交通への影響を⼼配する声
も上がっていることから、引き続き交通対策等を実施する。 

 ・全国規模の展⽰会等の需要を取り込み、多様な交流やイノベーション創出の促
進を⾒据えながら、さらなる機能強化に向けた調査・検討を進めていく。 

イメージ図 

  
外観北⻄⾯              展⽰ホール 

 
⾒本市・展⽰会            コンサート 
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２（１）②【リニアバレー構想に基づく取組】 

取組事例 リニアバレー構想に基づく取組（アジアの航空機システム拠点形成） 

機関名 ⻑野県 

取組内容 ●飯⽥市の「エス・バード」を⾼度⼈材育成機能、研究開発機能、実証試験機能を
もつ航空機システム産業振興拠点と位置付け、拠点マネージャーを配置 

  ⾼度⼈材育成機能：信州⼤学航空機システム共同研究講座 
  研究開発機能：県⼯業技術総合センターサテライト機能 
  実証試験機能：環境試験体制整備（H28：着氷試験装置、H29：防爆性試験評

価装置、H30：燃焼・耐⽕性試験装置、R 元：⾼速温度変化試
験装置、R２：振動試験装置） 

イメージ図 

  

 

  

信州大学南信州・飯田サテライトキャンパス 

長野県工業技術総合センター 

精密・電子・航空技術部門 

航空機産業支援サテライト 

公益財団法人南信州・飯田産業センター 
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２（１）③【岐阜県リニア中央新幹線活用戦略に基づく取組】 

取組事例 岐⾩県リニア中央新幹線活⽤戦略の改訂に向けた検討 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●岐⾩県では、リニア開業効果の最⼤化を図るため、平成 26 年に他県に先駆けて

取りまとめた「岐⾩県リニア中央新幹線活⽤戦略」について、時間の経過もあり、

令和 3 年度から⾒直しに向けた検討に着⼿した。 

●令和 4 年 4 ⽉ 25 ⽇、県内全市町村、観光団体、経済団体等の「オール岐⾩」で

構成する岐⾩県リニア中央新幹線活⽤戦略研究会を開催し、以下のとおり同戦略

の改訂⽅針を決定 

・現⾏戦略の「観光振興・まちづくり」「産業振興」「基盤整備」の３本柱は維

持 

・新型コロナがもたらした新次元での地⽅分散の動き、持続可能な地域の発展を

追求するＳＤＧｓの推進、リニア建設⼯事での盛⼟・残⼟等の環境対策等の新

たな観点を踏まえ施策を⾒直し 

●令和 5 年 3 ⽉、「第 2 次岐⾩県リニア中央新幹線活⽤戦略」を策定。 
 
●今後の予定・⽅向性 

改訂後の活⽤戦略に基づき、リニア中央新幹線を活⽤したまちづくりを推進 
 

イメージ図  
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２（２）②【鉄道アクセス 40 分交通圏の拡大】 

取組事例 知⽴駅付近連続⽴体交差事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●主要な踏切における慢性的な渋滞の解消、都市交通の円滑化、周辺市街地の⽣活
環境や都市機能の向上を図ることを⽬的とした事業。 

●当該事業は、豊⽥市などの⾃動⾞産業集積地域と名古屋駅間の速達化に寄与し、
リニア開業効果の広域的な波及も期待される事業となっている。 

●令和 4 年度は名鉄名古屋本線の⾼架本体⼯事、名鉄三河線の仮線⼯事を継続実
施中。令和 5 年 3 ⽉、名鉄名古屋本線（豊橋⽅⾯⾏き）の⾼架切替を実施。 

 
●今後の予定・⽅向性 
 ・引き続き、名鉄名古屋本線の⾼架本体⼯事、名鉄三河線の仮線及び⾼架本体⼯

事を推進する。 

イメージ図 

 
Ｒ４知⽴連⽴写真 
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３．新たな観光交流おもてなしプロジェクト 

３－１（１）①【多彩な観光コンテンツ開発を促進し広域観光交流の促進】 

取組事例 「ふじのくにクルーズ船誘致戦略」の推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●国内外のクルーズ市場の動向を概観するとともに、静岡県港湾の寄港誘致に向け
た課題、強みと弱みの分析等を⾏い、港の特性に応じた誘致戦略を策定し、戦略的
なクルーズ船誘致を実施している。 

●県内各誘致組織から構成される「ふじのくにクルーズ船誘致組織連絡会」（以下、
連絡会）を令和３年 10 ⽉に設⽴し、各誘致組織の実務上の課題を解消するための
連携を強化することで実務レベルの向上を図っている。 

 
●効果や進捗               

・各誘致組織の課題や要望を聞き取り、それらを補うような事業（セミナーの開催
や相互視察等）を実施することで、より効果的な誘致活動を展開している。 

・令和 4 年度の静岡県へのクルーズ船寄港については、ガイドラインに基づく感
染症対策を実施し、安全性を確保した上で 14 回の受⼊れを⾏った。（10 ⽉末時
点） 

 
●今後の予定・⽅向性 

・引き続き、連絡会の活動を通じた情報共有等を継続し、県内各港の特性に応じた
誘致の取組を促していく。 

イメージ図 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 ジブリパークの整備推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知万博の理念と成果を次世代へ継承し、愛・地球博記念公園の魅⼒と価値を⼀
層⾼め、⼦どもから⼤⼈まで愛知県⺠のみならず広く国内外からの来園者に楽し
んでもらえる公園とするため、同公園内に、スタジオジブリ作品の世界観を表現
する公園施設「ジブリパーク」の整備を進め、2022 年 11 ⽉ 1 ⽇にジブリパーク
3 エリア（ジブリの⼤倉庫、⻘春の丘、どんどこ森）を開園した。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・残る 2 エリア（もののけの⾥、魔⼥の⾕）について整備を進め、2023 年度中
に開園する予定。 

イメージ図  
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 

  

© Studio Ghibli 

ジブリパーク（第１期開園３エリア） 

ジブリの⼤倉庫 ⻘春の丘 どんどこ森 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 
「第 20 回アジア競技⼤会（2026/愛知・名古屋）・第 5 回アジアパラ競技⼤会」
の開催に向けた準備 

機関名 愛知県、名古屋市 

取組内容 ●⼤会運営に係る各種計画の策定や競技種⽬の選定など、開催に向けた準備を進め
ている。 

 
●⼤会開催を周知するため県内の各種イベントにおいてＰＲを実施している。ま

た、⼤会公式ウェブサイトやＳＮＳで、⼤会開催に向けた情報も随時発信してい
る。 

 
●愛知県においては、2019 年に策定した「アジア競技⼤会を活⽤した地域活性化

ビジョン」の基本施策を具体化するため、アジア間交流フレンドシップ事業、ボ
ランティア⼈材の育成、経済団体へのＰＲ等の具体化事業を推進している。名古
屋市においては、2018 年に策定した「2026 アジア競技⼤会 NAGOYA ビジョン」
で掲げた、交流⼈⼝の拡⼤、国際交流の促進、共⽣社会の実現、国際競争⼒の強
化等に向けた取組を推進している。 

 
●なお、2022 年 4 ⽉、アジアパラリンピック委員会（ＡＰＣ）理事会において、

第 5 回アジアパラ競技⼤会の愛知・名古屋での開催が決定。開催都市契約に向け
た協議を進めている。 

イメージ図    
第 20 回アジア競技⼤会ＰＲ
ポスター（スポーツビジュア
ル版）（左） 
 
第 5 回アジアパラ競技⼤会
ＰＲポスター（右） 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）の整備推進 

機関名 愛知県 

取組内容 ●アジア競技⼤会を始めとしたスポーツの国際⼤会や全国⼤会、全国レベルのコン
サート、イベント、コンベンション等の拠点として、愛知・名古屋のシンボルとな
る世界でもトップクラスのアリーナをめざし、整備を推進。 

 
●2022 年 7 ⽉より建物本体の建設⼯事に着⼿。7 ⽉ 7 ⽇に起⼯式を開催。 
 
●今後の予定・⽅向性 

・2025 年夏のオープンに向けて、整備を推進。 

イメージ図 

 
🄫2022 Aichi International Arena 

画像はイメージです。デザインなどは変更になる場合があります。 

・愛知県新体育館（愛知国際アリーナ）：新体育館イメージパース 
 

  
新体育館起⼯式：起⼯式鍬⼊れ       起⼯式知事あいさつ 
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３－１（１）⑤【多様なコンテンツで魅了する国内外との観光交流拠点として発展】 

取組事例 ⽊曽川中流域観光振興協議会 🈟 

機関名 岐⾩県、関係各市町 

取組内容 ●岐⾩県と⽊曽川中流域５市町（美濃加茂市、各務原市、可児市、坂祝町、⽝⼭市）
の⾏政、観光協会等で構成する「⽊曽川中流域観光振興協議会」が令和 4 年 3 ⽉
に策定した「観光振興ビジョン」に基づき、フラッグシップイベントの開催、観
光コンテンツの造成、観光客満⾜度調査及び地域住⺠・観光事業者意識調査を実
施。 
 

イメージ図 ⽇本ライン・KISOGAWARiver to Summit2022 写真集 

   
■リバーポートパーク美濃加茂会場（美濃加茂市） ⽇本ライン⽊曽川マルシェ 

  
■⽇特スパークテック WKS パーク会場（可児市） かぐや姫マルシェ 

   
■⽇本ラインロマンチック街道（坂祝町） ⽇本ライン SAKAHOGI STAND 

  
■⽝⼭城リバーサイド会場（各務原市：左、⽝⼭市：右） 
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３－２（１）【テーマ性・ストーリー性のある広域観光周遊ルートの形成】 

取組事例 岐⾩県下呂市におけるサステナブルな観光振興コンテンツ造成事業 🈟 

機関名 中部運輸局 

取組内容 ●ポスト・コロナ時代を⾒据え、オーバーツーリズム対策や観光資源の保全をはじ
めとした持続可能な観光地経営が求められており、併せて旅⾏者がサステナブル
な観光を体験できるニーズも⾼まっているところである。本事業は、⾃然、⽂化、
地域の⽣業といった我が国の豊富な地域資源を活⽤し、それらの持続可能性の向
上に資するような維持・活⽤の仕組みを取り⼊れたコンテンツを造成すること
で、各地域での⾃⽴的・継続的な観光地域づくりを推進する。 

 
 

イメージ図  
 
 

 
 

事業実施範囲 
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専⾨家によるモニターツアーの様⼦ 

地元⺠家での⾺瀬暮らし体験 
（旧⾺瀬村） 

温泉の魅⼒を伝えるガイドツアー 
（旧下呂町） 

萩原天空コースウォーキング 
（旧萩原町） 

⽔の恵みと萩原⾷めぐり 
（旧萩原町） 
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３－２（１）【テーマ性・ストーリー性のある広域観光周遊ルートの形成】 

取組事例 ⻑野県におけるサステナブルな観光振興コンテンツ造成事業 🈟 

機関名 北陸信越運輸局 

取組内容 ●ポスト・コロナ時代を⾒据え、オーバーツーリズム対策や観光資源の保全をはじ
めとした持続可能な観光地経営が求められており、併せて旅⾏者がサステナブル
な観光を体験できるニーズも⾼まっているところである。本事業は、⾃然、⽂化、
地域の⽣業といった我が国の豊富な地域資源を活⽤し、それらの持続可能性の向
上に資するような維持・活⽤の仕組みを取り⼊れたコンテンツを造成すること
で、各地域での⾃⽴的・継続的な観光地域づくりを推進する。 

イメージ図 

 
伊那紬着付け体験   和紙鋤き体験     お六櫛体験 
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３－２（２）【訪日外国人旅行者受入環境の検証】 

取組事例 宗教的配慮を含む訪⽇外国⼈観光者受⼊環境の検証 🈟 

機関名 中部運輸局 

取組内容 ●訪⽇外国⼈旅⾏者の受⼊環境向上のため、選定した 3 地域（杉原千畝ルート、⾶
騨地域、JR ⼩浜線沿線⾃治体）で整備された訪⽇外国⼈旅⾏者の受⼊環境（多⾔
語対応等）を令和 4 年 10 ⽉〜11 ⽉にかけて外国⼈モニターにより現地視察を実
施し、その結果を検証し、今後の受⼊環境整備に必要となる事項を令和 5 年 3 ⽉
までに取りまとめる。 

イメージ図 

 
外国⼈モニターによる現地視察 

      
   歴史案内看板（敦賀市）     観光案内所（⾼⼭市） 

     
   祭屋台の展⽰（⾶騨市）    英語によるガイド（下呂市） 
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基本⽅針３ 地域の個性と対流による地⽅創⽣ 

 
 

４．中部圏創⽣暮らしやすさ実感プロジェクト 
 
【令和 4 年度取組の概要】 
○ 中部圏創⽣暮らしやすさ実感プロジェクトに向けた取組みとして、「地域づくり・まちづくり」

「地域経済の活性化」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「地域資源や個性を活かした対流促進」では、「地域資源を活かし魅⼒を発信する交流拠点づく

り」として、⽇本最⼤のサイクルイベント『サイクルモード東京』への出展や、⽂化・芸術の
発信拠点を舞台として演⽬を披露する機会を創出し、「地芝居⼤国」の魅⼒を広く発信した。ま
た、「保存継承してきた魅⼒ある地域資源」として、あいち朝⽇遺跡ミュージアムにて展⽰やイ
ベントの開催や古代体験プログラムが実施された。 

 「農林⽔産業の活性化」では、「農林⽔産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組」として、
6 次産業化の制度周知、農産物の鮮度保持試験や、輸⼊条件が異なる国（台湾、⾹港向け）への
輸送試験、茶業者をはじめとした ChaOl フォーラムの設置が実施された。「農業とものづくり
産業との連携による新産業の創⽣」として、農業分野における SDGs 実現に向け、環境負荷低
減と⽣産性・収益性の両⽴に資する事業化⽀援を⾏った。「漁業の担い⼿の確保・育成」として、
漁業⾼等学園関連事業で⼈材育成及び就業⽀援を促進した他、オンライン漁師育成機関「みえ
漁師 Seeds」の運営を開始した。「農林業の担い⼿の確保・育成」として、農林業の経営と⽣産
のプロフェッショナルを養成した。「新たな担い⼿の確保・育成」として、農福連携の取組を⼀
層進めるため、ぎふ農福連携アクションプランを策定した。 

 「地域消費型産業の活性化」では、「外部⼈材の誘致や後継者などの⼈材育成」として、リゾー
トテレワークの推進に対する受⼊体制づくり、都市圏企業等への PR、ワーケーション⾃治体協
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議会が実施された。また、「新商品・サービスの開発⽀援」として、研究開発・商品開発等への
⼀貫⽀援が実施された。 

 

５．快適・安全安⼼な⽣活環境実現プロジェクト 

 
【令和 4 年度取組の概要】 
○ 快適・安全安⼼な⽣活環境実現プロジェクトに向けた取組みとして、「快適・安全安⼼なま

ちづくり、次世代交通システムの構築」「安全安⼼な⽣活環境、社会の構築」に関する取組
みが、積極的に進められている。 

 「快適・安全安⼼なまちづくり、次世代交通システムの構築」では、「次世代交通システム
の導⼊に向けた実証実験や研究開発⽀援等」として、国内の MaaS 事業⽀援を⾏っており、
取り組み・市場の成熟に合わせた対象事業を選定し、継続的に推進・⽀援に取り組んでい
る。 

 「安全安⼼な⽣活環境、社会の構築」では、「効率的・効果的な交通事故対策」として、⾼
齢者を対象に、ドライブシミュレータや歩⾏シミュレータ等を活⽤した参加・体験・実践
型の交通安全教育に取り組んでいる他、令和 4 年 4 ⽉に施⾏した条例の広報啓発のため、
⼤型商業施設における広報イベントの開催等の広報啓発活動を実施した。「サイバー空間に
おける安全性の確保」として、サイバー犯罪対処能⼒の向上を図るため、警察職員の⾼度
な IT 関連技術を有する⺠間企業等への派遣や学術機関におけるコンピュータ・ネットワー
ク等の専⾨分野科⽬講義の受講が実施された。 
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■コラム（取組例） 
４．中部圏創⽣暮らしやすさ実感プロジェクト 
４（１）④【地域資源を活かし魅力を発信する交流拠点づくり】 

取組事例 ナショナルサイクルルートを活⽤した地域振興 

機関名 静岡県 

取組内容 ●沿岸部を⾛⾏するナショナルサイクルルートから内陸部へサイクリストを誘導
し地域の経済効果、地域振興に繋げていくため、静岡県モデルルート（富⼠⼭ 1
周、浜名湖 1 周、伊⾖半島 1 周）を相互に周遊できる環境整備を推進している。 

●本県への誘客を促すため、⽇本最⼤のサイクルイベント『サイクルモード東京
2022』に出展を⾏い静岡県内の魅⼒あるサイクルルートを国内外へ情報発信し
た。 

●⼈気ユーチューバー「はじめしゃちょーの畑」とのコラボ企画により、太平洋岸
⾃転⾞道の伊⾖半島区間を E-BIKE で⾛⾏し、地域の魅⼒をＰＲしてもらう取組
を実施した。 

イメージ図 ●相互に周遊できる環境整備 

 
 
●サイクルモード東京 2022 への出展 
⽇時：令和４年４⽉２⽇〜３⽇ 
会場：東京ビックサイト 
概要：⽇本最⼤の⾃転⾞の祭典 
  ：県内の保有するコンテンツ 
   を展開 
  ：イベント来場者 20,152 ⼈ 
  ：静岡県ブース来場者 
   約 1,500 ⼈ 
 
●⼈気ユーチューバー『はじめしゃちょーの畑』とのコラボ 
 閲覧数：17 万⼈（11/14 時点） 
 若い世代を中⼼に⾃転⾞に興味  

がない層や幅広い⽅々が閲覧。 
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４（１）④【保存継承してきた魅力ある地域資源】 

取組事例 あいち朝⽇遺跡ミュージアムの運営 

機関名 愛知県 

取組内容 ●朝⽇遺跡と弥⽣時代についての情報と魅⼒を広く市⺠に発信するため、2020 年
11 ⽉ 22 ⽇に開館した「あいち朝⽇遺跡ミュージアム」の管理運営を⾏い、常設
展⽰のほか、年 4 回の企画展やイベント、古代体験プログラムを開催。 
・企画展 

「⼀⾊⻘海遺跡−100 年の弥⽣ムラ−」(4/29〜6/26) 
「弥⽣⼈といきもの 2022 シカをねらえ！」(7/23〜9/19) 
「北陸の弥⽣⽂化−⼋⽇市地⽅遺跡と東海−」(10/22〜12/18) 
「あいちの発掘調査 2022」(1/21〜3/12) 

・イベント 
弥⽣こどもの⽇(5/4)、ナイトミュージアム(8/20)、収穫祭(11/19)、ほか 

・古代体験プログラム 
⼟器づくり、⽕起こし体験等の実施、体験⽔⽥での稲作 

イメージ図 

 
あいち朝⽇遺跡ミュージアム外観写真 
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４（１）④【地域資源を活かし魅力を発信する交流拠点づくり】 

取組事例 ⽂化芸術を通じた交流促進と地域の魅⼒発信 🈟 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●岐⾩県には 30 を超える地歌舞伎保存団体のほか、⽂楽（⼈形浄瑠璃）、獅⼦芝居
といった地芝居保存団体が多数存在し 、古くから伝わる演⽬や振付が今もなお⼤
切に受け継がれ演じ続けられている。 

●そのような中、「次世代の⽂化芸術の担い⼿を育成し、県⺠参加による新たな⽂化
を創造するための拠点」、「障害者の⽂化芸術活動の拠点」をコンセプトとして、
平成 27 年にリニューアルオープンした「ぎふ清流⽂化プラザ」において、幅広く
⽂化振興事業を展開してきたところである。 

●特に、「地歌舞伎」は、コロナ禍が直撃する中でも、30 を超える地歌舞伎保存団
体との協働により、⽂化芸術の発信の拠点であるぎふ清流⽂化プラザにおいて、
演⽬を順次披露する「清流の国ぎふ 2020 地歌舞伎勢揃い公演」を開催し、県⺠参
加による魅⼒発信と次世代の担い⼿育成に取り組んできた。 

●今年度からはさらに、⽂楽（⼈形浄瑠璃）、獅⼦芝居も加え令和 4 年度、5 年度と
2 カ年に亘り、県の⽂化・芸術の発信拠点である「ぎふ清流⽂化プラザ」を舞台と
して、演⽬を披露する機会を創出し、「地芝居⼤国」の魅⼒を県内外に広く発信し
ていく。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・地芝居等、伝統芸能の発表の場の創出を引き続き⽀援し、伝統芸能の保存・継承
を図るとともに、令和６年度に開催の「清流の国ぎふ」⽂化祭 2024（「第 39 回
国⺠⽂化祭」「第 24 回全国障害者芸術・⽂化祭」）をこれまでの取組みの集⼤
成と新たな創造の出発ととらえ、伝統⽂化等の本県が誇る地域資源やそれを⽀
える県⺠の取組みを発信していくことで新たな交流を創出する。 

イメージ図 地歌舞伎勢揃い公演の様⼦（ぎふ清流⽂化プラザ） 
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４（２）①【農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組】 

取組事例 6 次産業化の推進に向けた情報発信及び Web 交流会の開催 

機関名 東海農政局 

取組内容 （取組事例-1） 
●東海地域農林漁業成⻑化産業推進協議会連絡会議  

・6 次産業化の推進を図るため、令和 5 年 1 ⽉に当推進協議会（6 次産業化に携
わる関係機関で構成）の構成員や 6 次産業化に取り組む事業者等を対象とした
「農⼭漁村発イノベーション（6 次産業化）・地産地消交流会（仮称）」を実
施予定。 

 
（取組事例-2） 
●6 次産業化の制度周知、取組事例及び６次産業化の総合化事業計画の認定事業者

が開発した商品の情報発信 
・⼤学等からの出前授業の要請に応じて、６次産業化の制度、取組事例紹介等の

講義を実施。 
・認定事業者が開発した商品等を東海農政局 Web サイトで情報発信している。  

 
●今後の予定・⽅向性 

・６次産業化を発展した農⼭漁村発イノベーション（6 次産業化）として、多様
な地域資源を活⽤し、多様な分野への新事業や付加価値を創出することで、
農⼭漁村地域の所得向上と雇⽤機会の確保を図るため、①県及び関係機関と
連携した⽀援、②認定事業者の取組事例や開発された商品等に関する情報発
信を展開。 

イメージ図 ６次産業化の出張講座 

  
⼤学での市⺠講座（オンライン）及び出張講座 
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６次産業化の取組事例や認定事業者が開発した商品の情報発信 

     
 東海農政局 Web サイト     認定事業者の商品を紹介するチラシ 
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４（２）①【農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組】 

取組事例 農産物輸出促進に向けた取組 

機関名 中部地⽅整備局 

取組内容 ●政府では、農林⽔産物・⾷品の輸出拡⼤に向けた法律を施⾏し、取組を推進して
いる。中部地⽅整備局においても、輸出促進を図るための集荷拠点や輸出拠点と
なる港湾の機能、産地と港湾連携のあり⽅について清⽔港周辺をモデル地域とし
て検討を実施。 

●令和元年度、令和 2 年度は、多品⽬⼩ロット農産地における混載輸送や年間を通
した農産物輸出の可能性を確認するための輸送試験（シンガポール向け）を実施。 

●令和 3 年度は、静岡市中央卸売場にドックシェルター機能付冷蔵倉庫、袖師
RORO ターミナル内にリーファープラグを整備し、輸送試験によって判明した課
題（コールドチェーンの分断）への対策を実施。また、官⺠連絡会議を⽴ち上げ、
関係者間の議論を進めるとともに、⻑野県において「清⽔港農産物輸出セミナー」
を開催し清⽔港の利⽤を PR した。 

●令和 4 年度は、農産物を冷凍・冷蔵コンテナ内にいれたままコンテナターミナル
に蔵置して⼀定期間経過後の状態を確認する鮮度保持試験や、輸⼊条件が異なる
国（台湾、⾹港向け）への輸送試験を⾏うとともに、結果について官⺠連絡会議
で情報提供を実施。令和 4 年 12 ⽉に⼭梨県において「清⽔港農産物輸出セミナ
ー」を開催。更には、ドックシェルターを活⽤し、静岡県産温州みかんの商⽤輸
出を開始。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・官⺠連絡会議において、清⽔港からの農産物の輸出促進に向けた課題や対応策
を検討するなど、官⺠⼀体で清⽔港の農産物輸出拠点化に取り組む。 
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イメージ図 

 
 

農産物輸出促進のための施設整備 

  

 

  

清⽔港からの農産物輸出の流れ 

ドックシェルター付冷蔵倉庫 

農産物の品質確認（⼀定期間経過後） 

リーファープラグイメージ（新興津 CT) 
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４（２）①【農林水産業の 6 次産業化や地域ブランド化への取組】 

取組事例 茶の新たな需要を創出するＣｈａＯＩプロジェクトの推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●静岡茶の新たな需要や価値を創出するため、茶業者や異業種が集うプラットフォ
ーム「ChaOI（Cha Open Innovation）フォーラムを組織し、異業種の連携による
新商品開発や販路開拓の取組を⽀援している。 

 
●活動（令和４年度） 

・ＣｈａＯＩフォーラムの設置 
  茶業者をはじめ、飲料メーカーや⾷品企業、海外のレストラン等の多様な分野か

ら 600 者以上が参画。 
・コーディネーターの設置 
 コーディネーターを 3 名配置し、企業間のマッチングや事業化の⽀援を⾏って

いる。（４⽉から９⽉までの相談対応件数：1,028 件） 
・事業化 

同フォーラム会員で組織するコンソーシアム（共同事業体）による静岡茶の新
商品開発や販路開拓等 50 件の取組に対し補助事業で⽀援。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・着実な事業実施及び事業効果の発揚を図るため、コーディネーターによる伴⾛
型⽀援を進めていく。 

 

イメージ図 

 
オープンイノベーションの概念図 
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４（２）①【農業とものづくり産業との連携による新産業の創生】 

取組事例 
農業の⾶躍的な⽣産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するＡＯＩプロジェ
クトの推進 

機関名 静岡県 
取組内容 ●農業の⾶躍的な⽣産性向上と関連産業のビジネス展開を推進するためＡＯＩ−

ＰＡＲＣを拠点に先端農業技術の研究開発や事業化⽀援を⾏っている。 
●ＡＯＩフォーラムの設置 

・産学官⾦の多様な主体が参画するオープンイノベーションプラットフォーム
「ＡＯＩ（Agri Open Innovation）フォーラム」（フォーラム会員 307 者（令
和 4 年 10 ⽉末現在））の運営を⽀援し、ビジネスマッチングや事業化を推進
している。 

●コーディネーターの設置 
・ＡＯＩプロジェクトでの事業化を担う⼀般財団法⼈アグリオープンイノベー

ション機構に、販路開拓や知財など得意分野を持つコーディネーターを 6 名
配置し、企業間のマッチングや事業化の⽀援を⾏っている。 

●事業化 
・産学官⾦の多様な主体が参画するオープンイノベーションにより、新たな先端

農業技術の研究開発や実⽤化を進めた結果、累計で 25 件の商品化・サービス
化を達成（令和 4 年 10 ⽉末現在）。 

・また、令和 4 年度からの新たな取組として、農業分野におけるＳＤＧｓ実現に
向け、環境負荷低減と⽣産性・収益性の両⽴に資する事業化⽀援を⾏っている。 

●今後の予定・⽅向性 
・持続可能な農業の実現に向け、環境負荷低減と⽣産性・収益性の両⽴に資する

研究開発成果の創出や、社会実装に向けた取組を推進する。 
 

イメージ図 
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４（２）①【漁業の担い手の確保・育成】 

取組事例 「漁業⾼等学園関連事業」として⼈材育成及び就業⽀援を促進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●「漁業⾼等学園関連事業」として⼈材育成及び就業⽀援を促進 
⇒以下の取組により、質的に⾼い漁業就業者数の増加を実現 
⽅向性 取組内容 

量的 
向上 
対策 

・⼊学定員の増員 20 ⼈→30 ⼈（R1〜） 
・ＡＯ式⼊学試験の導⼊（H30〜） 
・ＳＮＳを活⽤した情報発信強化（H28〜） 

資質 
向上 
対策 

【海技⼠資格の取得⽀援】 
・最新のレーダー等機器導⼊による教育環境の整備（R1） 
・卒業⽣への学習指導、キャリアアップ計画策定⽀援（R1〜） 

【個⼈の資質に寄り添った指導】 
・徹底した少⼈数教育、随時補講の強化（R1〜） 
・卒業⽣に対する随時相談、就職先の漁業会社との連携 

 

イメージ図 
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４（２）①【漁業の担い手の確保・育成】 

取組事例 オンライン漁師塾「みえ漁師 Seeds」（みえりょうシーズ）の取組 

機関名 三重県 

取組内容 ●意欲ある漁業の担い⼿を確保するため、三重県での漁業就業に興味を持つ都市部
の若者等が、時間や場所にとらわれずに漁業紹介動画の視聴や座学講座を受講で
きるオンライン漁師育成機関「みえ漁師 Seeds」の運営を令和 4 年 5 ⽉から開
始。 

●漁業紹介の動画では、県内の主要な漁業の魅⼒を知ることができ、座学講座では、
漁業のルールや漁業者の役割、漁村での暮らし、今後の地域漁業の考え⽅等を学
ぶことできる。 

  
●今後の予定・⽅向性 

「みえ漁師 Seeds」の利⽤者増加に向け、カリキュラムの充実を図る。 
 

「みえ漁師 Seeds」ホームページサイト 
 URL：http://miegyoren.or.jp/ninaite/ryoseeds/ 
 

イメージ図 
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４（２）①【農林業の担い手の確保・育成】 

取組事例 静岡県⽴農林環境専⾨職⼤学及び同短期⼤学部における担い⼿の養成 

機関名 静岡県 

取組内容 ●令和 2 年 4 ⽉に開学した全国初の農林業分野の専⾨職⼤学である静岡県⽴農林環
境専⾨職⼤学及び同短期⼤学部において、農林業の経営と⽣産のプロフェッショ
ナルを養成する。 

 ＜⼤学の基本理念＞ 
 ○農林業経営に⾰新を起こす⼈材の養成 
 ○農⼭村の地域社会における将来のリーダーの養成 
 ＜⼤学の概要＞ 

名 称 静岡県⽴農林環境専⾨職⼤学 
 

静岡県⽴農林環境専⾨職⼤学短
期⼤学部 

修 業 年 限 4 年 2 年 
位 置 静岡県磐⽥市富丘(4 年制⼤学に短期⼤学を併設） 
開学年⽉⽇ 令和 2 年 4 ⽉ 1 ⽇ 

養 成 ⼈ 材 農林業経営のプロフェッショナ
ル 

農林業⽣産のプロフェッショナ
ル 

学 部 等 
⽣産環境経営学部⽣産環境経営
学科 
(⼊学定員 24 ⼈/収容定員 96 ⼈) 

⽣産科学科 
(⼊学定員 100 ⼈/収容定員 200 ⼈) 

 
●今後の予定・⽅向性 

・専⾨職⼤学を円滑に運営し、教育研究内容の充実に努める。 
 

イメージ図 

 
＜新学⽣寮（令和 4 年 4 ⽉供⽤開始）＞ 
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４（２）①【新たな担い手の確保・育成】 

取組事例 農福連携の推進 🈟 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●農福連携のワンストップ窓⼝「農福連携推進室」を設置し、施策（ぎふ農福連携
アクションプラン）の推進エンジンとなって、農業者と福祉事業所のマッチング、
技術指導員の育成、マルシェの開催などの認知度向上の取組等、農福連携を推進。 
・消費者の認知度向上を図るため、ノウフクマルシェを開催 
・福祉事業所の職員等を対象とした農業の基礎を学ぶ講座の開催や作業⽀援等

を⾏う農業ジョブコーチの育成を推進 
・農林事務所等関係機関で構成する農福連携地域連携会議等により関⼼のある

事業者の掘り起しと農業者・福祉事業者とのマッチングを推進 
・福祉事業所等の農業参⼊に向けた施設整備や農業者の障がい者が働きやすい

環境に必要な施設、機械等の整備を推進 
 
●⽬標 

・農福連携に取り組む主体数の増加 

イメージ図 

  
●ぎふ農福連携アクションプラン 

・県の農福連携の取組みをより⼀層進め、部局横断的に各施策を推進するため、
令和 4 年 4 ⽉策定 
対象期間：令和 4 年〜令和 7 年度末 
取組内容： 
（1）農福連携の理解促進と認知度向上 
（2）農福連携を⽀える⼈材育成 
（3）農業と福祉のニーズをつなぐマッチングの強化 
（4）障がい者等が働きやすい環境の整備 
（5）ブランド⼒向上･販路拡⼤ 
推進指標：農福連携に取り組む主体数等 
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４（２）②【外部人材の誘致や後継者などの人材育成】 

取組事例 リゾートテレワークの推進 

機関名 ⻑野県 

取組内容 ●普段の職場や居住地から離れ、信州ならではの魅⼒に触れながら仕事をする新た
なライフスタイルの提案として、「信州リゾートテレワーク」を推進 
①受⼊体制づくり 

ワーケーション⾃治体協議会参加市町村及びワーケーションコーディネート団
体で構成する「信州リゾートテレワーク推進チーム」を運営。県内地域のネッ
トワーク形成や、優良事例の横展開、意⾒交換を⾏う場として、全体会、分科
会（勉強会）を開催 

 ②都市圏企業等へのＰＲ 
企業への訴求⼒の⾼いメディアや専⽤ホームページ、SNS 等により情報発信
を実施 

 ③ワーケーション⾃治体協議会 
令和元年 11 ⽉に設⽴したワーケーション⾃治体協議会の活動として、ワーケ
ーション推進に関する政府要望や経団連・⽇本観光振興協会・⽇本テレワーク
協会と連携したワーケーション・コレクティブインパクトを実施 

 
●今後の予定・⽅向性 
 ・主に⼤都市圏に対し、信州リゾートテレワークの魅⼒や県内各地域の取組の情

報発信などを通じて、認知度向上及び活⽤促進を図る。 
 ・「信州リゾートテレワーク推進チーム」を活⽤し、県内地域のネットワーク形成

や、優良事例の横展開等による県全域の魅⼒向上につなげる 
 

イメージ図 

   

 

  

信濃町ノマドワークセンター（信濃町） ワークラボ⼋ヶ岳（茅野市） 
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４（２）②【新商品・サービスの開発支援】 

取組事例 「⾷」と「健康」ラボ機能形成事業、「発酵・⻑寿」ブランド形成事業 

機関名 ⻑野県 

取組内容 ●⾷品製造業の研究開発等を促進し、国内外の⾷市場で優位性を確保するため、「⻑
野県⾷品製造業振興ビジョン(平成 29 年 9 ⽉策定)」に基づき取組を実施 

 ①「⾷」と「健康」ラボ機能形成事業 
  研究開発・商品開発等への⼀貫⽀援 
  ・研究開発⼈材の育成を実施 
    ・新商品開発プロジェクトの実施、研究会・講演会の開催 
  ・新商品開発への助⾔やコーディネート等を実施 
 ②「発酵・⻑寿」ブランド形成事業 
  「発酵・⻑寿県」によるブランド化の基盤づくり 

・「発酵・⻑寿」情報発信サイトを活⽤した発信 
イメージ図 
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５．快適・安全安⼼な⽣活環境実現プロジェクト 

５（１）【次世代交通システムの導入に向けた実証実験や研究開発支援等】 

取組事例 ⽇本版 MaaS 推進・⽀援事業 

機関名 中部運輸局、北陸信越運輸局 

取組内容 ●中部運輸局 
・国⼟交通省では、過疎地における移動⼿段の確保や観光地での⼆次交通の確保

といった地域の課題解決にも資する重要な⼿段として、MaaS の早急な全国普
及を図ることとしている。 

・令和元年度より国内の MaaS 事業⽀援を⾏っており、取り組み・市場の成熟に
合わせて対象とする事業を選定して、継続的に推進・⽀援に取り組んでいる。 

・令和４年度の「⽇本版 MaaS 推進・⽀援事業」では、国交省が選定した全国 6
者のうち、中部運輸局管内で 1 者を選定。 

・このほか MaaS 基盤整備への⽀援として「公共交通データの推進」について中
部運輸局管内で 2 者を⽀援。 

 
●北陸信越運輸局 

・MaaS 基盤整備への⽀援として、「AI オンデマンド交通の導⼊」について⻑野
県内で 2 者、「キャッシュレス決済の導⼊」について⻑野県内で 1 者、「新モ
ビリティサービス事業計画策定」について⻑野県内で 1 者をそれぞれ⽀援。  

 
イメージ図 ◯イメージ画像 

 
（MaaS 概要） 

 
（受付端末）        （⾞載器） 
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（⾮接触型クレジットカード決済読み取り機） 

 
（システム化・データ化による、MaaS 基盤の構築） 

 
（AI オンデマント交通） 
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５（２）【効率的・効果的な交通事故対策】 

取組事例 
⾼齢者に対する効率的・効果的な交通事故対策の実施 
⾼齢者に対する交通安全教育 

機関名 愛知県 

取組内容 ●⾼齢者に対する効率的・効果的な交通事故対策の実施 
・⾼齢者が、加齢に伴う⾝体機能の変化が⾏動に及ぼす影響を理解するため、ド

ライブシミュレータや歩⾏シミュレータ等を活⽤した参加・体験・実践型の交
通安全教育に取り組んでいる。また、ＶＲシミュレータによる安全運転⽀援機
能の体験会を開催し、交通安全意識の向上を図っているほか、運転免許証を返
納しやすい環境整備の促進、サポートカー限定免許制度の普及促進に取り組ん
でいる。（令和 4 年度の⾼齢者に対する交通安全教育の実施状況は 10 ⽉末現
在 1,524 回、61,732 ⼈） 

●今後の予定 
 ・令和 3 年中の交通事故死者数は 117 ⼈で、このうち⾼齢者は 74 ⼈と 6 割以上

を占めていることや、今後も⾼齢者⼈⼝が増加することに鑑み、⾼齢者の交通
事故抑⽌に資する交通安全教育を継続して推進する。 

 
●⾼齢者に対する交通安全教育 

・加齢に伴う⾝体機能の変化が⾏動に及ぼす影響を理解するための参加・体験・
実践型の交通安全教育の実施や、運転免許証の⾃主返納をしやすい環境の整備
の促進等に取り組む。 

・令和 4 年度の⾼齢者に対する歩⾏シミュレータを活⽤した交通安全教育実施
状況：令和 5 年 3 ⽉末現在、41 回、4,815 ⼈ 

 
イメージ図 

  
ＶＲシミュレータを活⽤した安全運転⽀援機能の体験（左） 
⾼齢者に対する交通安全教育実施イメージ（右） 
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５（２）【サイバー空間における安全性の確保】 

取組事例 サイバー空間の脅威への適切な対処 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県警におけるサイバー犯罪対処能⼒の向上を図るため、警察職員を⾼度な IT
関連技術を有する⺠間企業等へ派遣するとともに、学術機関においてコンピュー
タ・ネットワーク等の専⾨分野科⽬の講義を受講させている。 
令和 4 年度は 3 名を⺠間企業へ派遣し、1 名に⼤学の講義を受講させた。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・サイバー空間の安全性の確保のため、上記取組を継続して実施する。 

イメージ図  
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５（２）【効率的・効果的な交通事故対策】 

取組事例 「岐⾩県⾃転⾞の安全で適正な利⽤の促進に関する条例」の広報啓発 🈟 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●令和 4 年 4 ⽉に施⾏した標記条例の広報啓発のため、広報紙、新聞、ラジオ等の
様々な媒体を活⽤したほか、⼩中⾼校、⾃転⾞販売店等を対象としてチラシやポ
スターによる広報啓発を実施。 

●ヘルメット着⽤を促進するため、県内 11 校、約 250 名の⾼校⽣を「ヘルメット
着⽤推進リーダー」に任命し、登下校時のヘルメット着⽤やイベントでの呼びか
け等の広報啓発活動を実施。 

●県警察、教育委員会、市等と連携した⼤型商業施設における広報イベントの開催、
出前講座、各種イベントにおける広報啓発活動を実施。 

   
●今後の予定・⽅向性 

・引き続き、県警察、市町村、関係団体等と連携しながら、あらゆる機会を捉え
た広報啓発を実施。 

イメージ図 

  
⾃転⾞条例チラシ：⾃転⾞の安全チラシ 
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基本⽅針４ 安全・安⼼で環境と共⽣した中部圏形成 

 
 

６．中部・北陸圏強靱化プロジェクト 
 

【令和 4 年度取組の概要】 
○ 中部・北陸圏強靱化プロジェクトに向けた取組みとして、「南海トラフ地震や⼤規模⾃然災害な

どへの備え」「ネットワークの多重性・代替性の確保」「地域防災⼒強化、広域連携⽀援体制強
化、ものづくり産業の防災⼒強化」「⼤規模被災時における早期復旧・復興を図るための体制・
基盤の整備」に関する取組みが、積極的に進められている。 

 「南海トラフ地震への備え」では、「“ふじのくに”のフロンティアを拓く取組」として有事に備
えた防災・減災対策と平時の産業振興・地域活性化を両⽴した地域づくりが進められている。 

 「頻発・激甚化する⾃然災害への対応」では、「⽔防災意識社会の再構築」として、流域治⽔の
推進、⽔害リスクマップの作成を実施した。また、「津波や⾼潮等に対する防災⼒の強化」とし
て、津松阪港において、堤防の嵩上げ、⽼朽化対策及び液状化対策や、ゼロメートル地帯にお
ける浸⽔対策を備えた広域的な防災活動拠点を整備した。さらに、「⼤規模災害時の後⽅⽀援を
担う新たな防災拠点の確保」として、建築物や公園の基本計画の策定、PFI 導⼊詳細調査等を
実施した。 

 「都市の防災・災害対策の推進」では、「都市再⽣安全確保計画の作成」として、第 3 次名古屋
駅周辺地区都市再⽣安全確保計画の改定を実施した。 

 「ネットワークの多重性・代替性の確保」として、伊⾖縦貫⾃動⾞道 河津下⽥道路（Ⅱ期）
河津七滝 IC〜河津逆川 IC 間が開通した。 

 「⾃助・共助による地域防災⼒の向上」では、「地域の防災リーダーなどの⼈材育成」として、
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防災⼈材育成研修「防災・減災カレッジ」を、3 年ぶりに対⾯による研修を復活させるととも
に、⼀部の研修は対⾯に加えオンラインによる研修も開催した。 

７．環境共⽣・国⼟保全プロジェクト 
 

【令和 4 年度取組の概要】 
○ 環境共⽣・国⼟保全プロジェクトに向けた取組みとして、「⾃然環境との共⽣」「環境負荷低減、

持続可能な社会の形成」「国⼟保全」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「森林から海域に⾄る多様な⾃然環境の保全・再⽣・活⽤」では、「多様な主体の協働による⽣

物多様性の保全に向けた取り組み」として、希少野⽣⽣物等の保護活動を教材とする出前講座、
体験学習等による学習の機会を随時提供した。 

 「低炭素型社会の推進」では、「低炭素型社会の構築」として、港湾管理者や地元⾃治体、⺠間
事業者等と連携しながら、⽔素等の次世代エネルギーの活⽤等カーボンニュートラルに向けた
検討が進められ、清⽔港、名古屋港、四⽇市港の各港で「カーボンニュートラルポート形成計
画」を策定・公表した。 

 「持続可能な社会を⽀える担い⼿づくり」では、「持続可能な地域づくりの担い⼿育成」として、
「あいち環境学習プラザ」において、ハンズオン展⽰やタブレット端末を使った環境学習が⾏
われた。 

 
 

８．インフラ戦略的維持管理プロジェクト 
 

【令和 4 年度取組の概要】 
○ インフラ戦略的維持管理プロジェクトに向けた取組みとして、「インフラの戦略的なメンテナン

ス、活⽤」「地域の守り⼿としての建設業の強化、担い⼿の確保・育成」に関する取組みが、積
極的に進められている。 

 「インフラの戦略的なメンテナンス」では、「データを活⽤したまちづくりの推進」として、都
市計画基礎調査情報（過年度分）のオープンデータ化等が実施された。 

 「⺠間活⼒の活⽤」では、「⺠間事業者による運営事業の実施」として、運営権者による要求⽔
準の充⾜及び運営権者の経営健全性を確認するためのモニタリングの実施や知多半島道路⼤府
パーキングエリア（下り）のオープン、県営⼤⾼緑地プール跡地において Park-PFI を活⽤した
⺠間活⼒導⼊施設の公募が実施、⺠間事業者の整備による安⼼で活気がある住環境の創出が実
施された。 

 「地域の守り⼿としての建設業の強化、担い⼿の確保・育成」では、「建設業の担い⼿確保」と
して、⾼校⽣が建設産業の魅⼒や実践的なものづくりの達成感を体感する取組が実施された。 
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■コラム（取組例） 
６．中部・北陸圏強靱化プロジェクト 
６－１（１）①【総合的な防災・減災対策】 

取組事例 “ふじのくに”のフロンティアを拓く取組 
機関名 静岡県 

取組内容 ●有事に備えた防災・減災対策と平時の産業振興・地域活性化を両⽴した地域づく 
 り 
●「フロンティア推進区域（以下「推進区域」）」に加えて、令和元年度から、広

域的な圏域づくりの先導的モデル構築の取組である「フロンティア推進エリア
（以下「推進エリア」）」、令和４年度から、環境と社会経済の両⽴を⽬指した
圏域づくりの取組である「フロンティア地域循環共⽣圏（以下「地域循環共⽣
圏」）」の認定制度を設け、市町の施策を⽀援 

●地域活性化総合特区の指定を受けて、国に規制の特例措置等を求める「国と地⽅
の協議」や設備投資等への利⼦補給⾦制度を活⽤ 

 
●進捗・効果 

・県内全 34 市町で展開する 72 の推進区域のうち、66 区域で事業が完了（令和
5 年３⽉末時点） 

・推進区域に整備された⼯業団地等に 124 件が⽴地し、約 4,900 ⼈の雇⽤を創
出、504 区画の住宅地を造成（令和 4 年９⽉末時点） 

・推進エリアについては、22 市町で 13 エリアが認定され取組が展開（令和 5 年
3 ⽉末時点） 

・地域循環共⽣圏については、7 市町で 2 圏域が認定（令和 5 年 3 ⽉末時点） 
 

●今後の予定・⽅向性 
・推進区域の早期完了、推進エリア及び地域循環共⽣圏の形成促進 

 
イメージ図 
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６－１（１）②【水防災意識社会の再構築】 

取組事例 「流域治⽔」の推進 

機関名 静岡県 

取組内容 ●流域治⽔プロジェクトの策定 
・5か年加速化対策など事前防災の加速化・深化に加え、地域特性に応じた減災

対策を推進するため、河川整備を重点的に進める⽔系を対象に、ハード・ソ
フト⼀体となった多層的な取り組みの全体像を「流域治⽔プロジェクト」と
して⽰す。 

・令和4年9⽉末までに34⽔系（⼀級6⽔系、⼆級28⽔系）においてプロジェク
トを策定 

・令和4年度末までに、10⽔系において、各関係者における施策の取りまとめ
を⾏い、策定・公表する。 

●⽔災害対策プランの策定 
・静岡県内で、特に浸⽔被害が頻発する14地区を対象に浸⽔被害の軽減を図る

ため、県独⾃の取組として、流域治⽔の考え⽅を取り⼊れた「⽔災害対策プ
ラン」の策定を進めている。 

・令和3年度末までに５地区において、プランを取りまとめ、令和4年8⽉末ま
でに順次公表。 

・令和4年度は、⼩⽯川・⿊⽯川流域、沼川・⾼橋川など残る9地区について、
現在、各々の関係者が実施する個別メニューのプランへの位置づけを調整し
ており、それを踏まえて順次プランを策定・公表する。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・実効性のある取組となるよう、それぞれの計画策定後も、協議会において関
係者間の情報共有や対策の進捗管理を⾏い、浸⽔被害軽減策を推進する。 
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イメージ図 【巴川⽔系流域治⽔プロジェクト】 
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６－１（１）②【水防災意識社会の再構築】 

取組事例 流域治⽔プロジェクト 

機関名 ⻑野県 

取組内容 ●気候変動の影響や社会情勢の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が
協働して流域全体で治⽔対策を⾏う。 

●令和 2 年度末に各⽔系において「流域治⽔プロジェクト」をとりまとめ、流域住
⺠に向けて公表した。また、⻑野県独⾃の取組⽬標として「⻑野県流域治⽔推進
計画」を策定。 

●令和 4 年度については、プロジェクトに位置付けられた河川改修等の推進の他
に、流域治⽔の啓発としてテレビ CM・ラジオの放送、ポスター・パンフレット
の配布、シンポジウムを実施し県⺠の取組を促進。 

●⾬⽔排⽔規制ガイドライン等の作成を推進するため、市町村へキャラバンを実施 
●県有施設における⾬⽔貯留浸透施設の設置を推進 
 
●今後の予定・⽅向性 

・引き続き流域治⽔の啓発・推進に取り組む。 

イメージ図  

 

  

県有施設における 
⾬⽔貯留タンクの設置 

普及啓発活動として 
シンポジウムを開催 
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６－１（１）②【水防災意識社会の再構築】 

取組事例 ⽔害リスクマップの作成 🈟 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●洪⽔予報・⽔位周知河川である⻑良川において、市町の⽔災害リスクを踏まえた
まちづくり等に活⽤するため、⽔害の発⽣頻度に応じた多段階の⽔害リスクマッ
プを作成する。 
 

●今後の予定・⽅向性 
 ・その他の洪⽔予報河川及び⽔位周知河川において、⽔害リスクマップの作成を

検討する。 

イメージ図 

 
⽔害リスクマップの概要 
（国⼟交通省ＨＰ（流域治⽔プロジェクト）） 
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６－１（１）②【津波や高潮等に対する防災力の強化】 

取組事例 津松阪港海岸の堤防改良 

機関名 中部地⽅整備局 

取組内容 ●津松阪港海岸において、堤防の嵩上げ、⽼朽化対策及び液状化対策を実施。 
 
●効果や進捗 

・栗真町屋⼯区及び阿漕浦・御殿場⼯区に加え、平成 30 年度に追加した栗真⼯区
の堤防改良を実施。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・令和 5 年度中の事業完了に向け、全⼯区の堤防改良を実施。 
 

イメージ図 津松阪港海岸 堤防改良対象⼯区 
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６－１（１）②【津波や高潮等に対する防災力の強化】 

取組事例 ゼロメートル地帯における浸⽔対策を備えた広域的な防災活動拠点整備 

機関名 愛知県 

取組内容 ●南海トラフ地震の発⽣に伴う堤防の破堤や津波により既存の防災活動拠点が浸
⽔し、救出救助活動に⽀障を来すおそれがあるゼロメートル地帯において、浸⽔
対策を備えた広域的な防災活動拠点を整備。 

●令和４年度は、1 か所⽬の拠点（⽊曽三川下流域①）の防災倉庫を整備し供⽤開
始するとともに、2 か所⽬の拠点（⻄三河南部）の敷地造成⼯事、防災倉庫の実
施設計を実施し、3 か所⽬の拠点（⽊曽三川下流域②）の基本設計を実施。 

イメージ図 ゼロメートル地帯における広域的な防災活動拠点のイメージ 
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６－１（１）②【大規模災害時の後方支援を担う新たな防災拠点の確保】 

取組事例 ⼤規模災害時の後⽅⽀援を担う新たな防災拠点の確保 

機関名 愛知県 

取組内容 ●建築物や公園の基本計画の策定、PFI 導⼊詳細調査等を⾏うとともに、国を始め
関係機関等と調整を進める。 

●政府の現地対策本部として整備が⾏われた三の丸地区、海上輸送を担う名古屋港
について、国による基幹的広域防災拠点の整備が早急に進められるよう、国への
働きかけ等の取組を推進する。 

イメージ図 愛知県基幹的広域防災拠点の概要 
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６－１（１）③【都市再生安全確保計画の作成】 

取組事例 都市再⽣安全確保計画の作成 

機関名 名古屋市 
取組内容 ●第 3 次名古屋駅周辺地区都市再⽣安全確保計画の⼀部変更 

・令和 4 年 7 ⽉に名古屋駅周辺地区安全確保計画部会開催に代わり、書⾯評決
を実施 

・乗換利⽤客等の計上に伴う帰宅困難来訪者数等の変更 
・⼀時退避場所及び退避施設の追加・削除 

 
●帰宅困難者対策訓練の実施 

・退避施設管理者等を対象として、退避施設の開設訓練を実施 
 

●第 3 次名古屋駅周辺地区都市再⽣安全確保計画の周知・啓発 
・退避施設協議の際、名古屋駅周辺の企業を中⼼に令和 4 年 7 ⽉に⼀部変更し

た第 3 次計画の周知を実施 
・イベント等において、⼀⻫帰宅抑制について啓発を実施 
 

●退避施設の拡充協議 
 ・退避施設の拡充を⽬的とした、施設への協議を実施 

イメージ図 ― 
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６－１（２）【ネットワークの多重性・代替性の確保】 

取組事例 伊⾖縦貫⾃動⾞道 河津下⽥道路（Ⅱ期）河津七滝 IC〜河津逆川 IC 間の開通 

機関名 中部地⽅整備局 

取組内容 ●概要 
・河津下⽥道路（Ⅱ期）は、延⻑約 60 ㎞の伊⾖縦貫⾃動⾞道の⼀部であり、静岡県

賀茂郡河津町から静岡県下⽥市に⾄る延⻑ 6.8km の道路 
・令和５年３⽉ 19 ⽇に、河津下⽥道路（Ⅱ期）の河津七滝 IC〜河津逆川 IC 間の 

延⻑ 3.0 ㎞が開通 
 
●期待される効果 
・伊⾖地域の沿岸部は、南海トラフ地震発⽣時に津波浸⽔被害が想定される地域。 
・近年の台⾵や⼤⾬により、沿岸部や内陸部の国道が被災し、法⾯崩壊等による通

⾏⽌めが発⽣。また、並⾏区間の国道 414 号には夏季⼤型⾞通⾏規制区間が存在。 
・河津七滝 IC〜河津逆川 IC の整備により、夏季⼤型⾞通⾏規制区間の迂回解消及

び時間短縮が図られるなど、伊⾖地域の観光活性化の⽀援に期待。また、河津町
から下⽥市内の救急医療施設までの時間短縮が図られ、救命率の向上に寄与する
など、救急医療活動の⽀援に期待 

 
●今後の予定・⽅針 
・引き続き、ネットワークの多重性・代替性確保等のために、伊⾖縦貫⾃動⾞道を

はじめとした道路整備を推進 
イメージ図  
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６－１（３）①【地域の防災リーダーなどの人材育成】 

取組事例 防災⼈材育成研修「防災・減災カレッジ」の開催 

機関名 愛知県 

取組内容 ●南海トラフ地震などの⼤規模災害に備え、防災意識の向上と防災リーダーの育成
を図るため、2012 年度に⾏政・事業者団体・地域団体・ボランティア団体等で
構成するあいち防災協働社会推進協議会が、名古屋⼤学・防災のための愛知県ボ
ランティア連絡会・なごや災害ボランティア連絡会等と連携し、⼀般県⺠を対象
に防災⼈材育成研修「防災・減災カレッジ」を開講した。 

 
●2018 年度からは、愛知県・名古屋市・名古屋⼤学が共同で設⽴した「あいち・

なごや強靱化共創センター」とも連携して開催している。 
 
●2022 年度は、3 年ぶりに、対⾯による研修（昨年、⼀昨年はオンラインのみ）を

復活させるとともに、⼀部の研修は対⾯に加えオンラインによる研修も開催し、
対⾯・オンラインあわせて延べ 2,003 名が受講した。 

イメージ図 
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７．環境共⽣・国⼟保全プロジェクト 

７（１）②【多様な主体の協働による生物多様性の保全に向けた取り組み】 

取組事例 ⽣物多様性の保全・再⽣普及啓発事業 🈟 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●県⺠、企業、市町村、⺠間団体等の各主体が、それぞれの⽴場で⽣物多様性の保
全について考え、⾏動に取り組む契機として、⽣物多様性シンポジウムを令和 5
年 3 ⽉に開催した。 

●より多くの県⺠に⽣物多様性への関⼼を持ってもらうため、DX 技術を活⽤した
情報発信を開始した 

●県が取り組む希少野⽣⽣物等の保護活動を教材とする出前講座、体験学習等によ
り県⺠の学習の機会を随時提供した。 
 

●今後の予定・⽅向性 
 ・次期、「⽣物多様性ぎふ戦略」の改定時には、その内容の発信も加えて、県⺠

への情報発信を強化する。 
 

イメージ図 

  
・希少野⽣⽣物に関する講座の様⼦：出前講座

（左） 
・希少野⽣⽣物に関する講座紹介チラシ：出前

講座（右） 
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７（２）①【低炭素型社会の構築】 

取組事例 カーボンニュートラルポート形成に向けた検討 

機関名 中部地⽅整備局 

取組内容 ●国⼟交通省では、世界的な脱炭素化への動きや政府⽅針等を踏まえ、我が国の輸
出⼊の 99.6％を取り扱い、CO2 排出量の約 6 割を占める産業の多くが⽴地する
港湾において、脱炭素化に配慮した港湾機能の⾼度化等を通じて「カーボンニュ
ートラルポート（CNP）」を形成し、我が国全体の脱炭素化社会の実現に貢献し
ていくこととしている。 

●CNP の形成では、公共ターミナルにおける取組に加え、物流活動や臨海部に⽴
地する事業者も含め港湾地域全体で取り組む必要があるため、港湾管理者、⺠間
事業者等が連携して港湾のおける脱炭素化の取組を推進する「CNP 形成計画」
策定に係る検討が進められている。 

●令和 3 年度以降に順次設⽴された、清⽔港、名古屋港、四⽇市港、三河港、⾐浦
港の各 CNP 協議会に参画し、CNP 形成計画の策定に向けた検討を⾏い、令和４
年度は清⽔港、名古屋港、四⽇市港において「CNP 形成計画」の策定・公表がさ
れた。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・令和４年 12 ⽉に施⾏された改正港湾法に基づき、法定計画となる「港湾脱炭
素化推進計画」の策定に取り組んでいくため、引き続き、各港の CNP 協議会
に参加し、港湾管理者や地元⾃治体、⺠間事業者等と連携しながら関係者間で
検討を進めていく。 

イメージ図 参考：名古屋港カーボンニュートラルポート検討会の概要 
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７（２）③【持続可能な地域づくりの担い手育成】 

取組事例 「あいち環境学習プラザ」における環境学習 

機関名 愛知県 

取組内容 ●本県の環境学習の拠点である「あいち環境学習プラザ」では、ハンズオン展⽰や
タブレット端末を使った学習により、遊びながら楽しく環境について学べるほ
か、公共施設で全国トップクラスの ZEB（ゼブ）を⽀える新エネ・省エネ設備や、
本物の環境分析現場の⾒学等、施設の特⾊を⽣かした環境学習ができる。また、
学習指導要領に沿った環境学習講座も⽤意し、学校の社会⾒学等にも利⽤でき
る。 
令和４年度は以下のとおり環境学習等を実施した（3 ⽉末時点）。 

社会⾒学等団体受⼊れ 53 団体 
社会⾒学等団体受⼊時における環境学習講座 50 回 
夏休み等環境学習講座 29 回 
中⾼年・シニア世代の「あいち eco ティーチャー」派遣による環境
学習講座 

36 回 

 
●今後の予定・⽅向性 
 ・環境学習の拠点施設として「⾏動する⼈づくり」を推進していく。 
 

イメージ図 タブレット学習の様⼦・環境学習講座の様⼦  
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８．インフラ戦略的維持管理プロジェクト 

８（１）①【データを活用したまちづくりの推進】 

取組事例 
都市計画基礎調査情報（過年度分）のオープンデータ化 
市町村実務担当者向けの活⽤⽅法等マニュアル作成及び研修会の開催 🈟 

機関名 岐⾩県 

取組内容 ●都市計画基礎調査情報（過年度分）のオープンデータ化 
・都市データのオープンデータ化の推進と利活⽤の促進を図るため、都市計画基

礎調査情報（過年度分）のデータについて必要な秘匿化処理を年度内に⾏った
後、岐⾩県オープンデータカタログサイトなどに掲載して公開。 

●今後の予定・⽅向性 
 ・県による都市データのオープンデータ化を広く周知し、利活⽤の促進に取り組

む。 
 
●市町村実務担当者向けの活⽤⽅法等マニュアル作成及び研修会の開催 

・データを活⽤したまちづくりの促進を図るための市町村⽀援として、実務担当
者のデータ活⽤スキル向上を図る以下の取組みを実施。 

・担当者向けのデータ分析、活⽤⽅法等のマニュアルを年度内に作成。 
・9 ⽉（オンライン実施）、11 ⽉・12 ⽉（ＯＫＢふれあい会館（岐⾩市））の

3 回にわたり、マニュアル（案）を活⽤した実務研修会を実施。 
●今後の予定・⽅向性 
 ・マニュアルを活⽤した研修会の開催を継続し、市町村担当者のスキル向上に取

り組む。 
 

イメージ図 

 

マニュアルを活⽤した研修会の様⼦（11 ⽉） 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 運営権者による適切な業務履⾏の確保（空港） 

機関名 静岡県 

取組内容 ●運営権者に求める要求⽔準の充⾜及び運営権者の経営健全性を確認するため、令
和４年度上半期にモニタリングを実施した。 
評価結果 

対 象 モニタリングの観点 評価結果 

要 求 ⽔
準 の 充
⾜ 

要求⽔準を充⾜し、安全・安
⼼な空港運営や適切な施設
の維持管理、サービス向上に
取り組んでいるか 

適切に実施している 

経 営 
各種の財務指標が妥当であ
り、適切な経営を⾏っている
か 

国内線の航空需要に回復傾向が⾒
られたことから、⾚字幅は縮⼩し
ている。また、国際線の全便⽋航・
運休が続く厳しい経営状況ではあ
るが、借⼊は⾏わず、運転資⾦は確
保されており、経営に問題は⾒ら
れない 

更 新 投
資 

要求⽔準を充⾜し、計画に基
づき適切に更新投資を実施
しているか 

適切に実施している 

任 意 事
業 

要求⽔準を充⾜し、提案内容
の実現に向けて取り組んで
いるか 

適切に実施している 

 
●今後の予定・⽅向性 
 ・運営権者によるセルフモニタリング結果や年間業務報告書を基に、要求⽔準を

充⾜し、安全・安⼼な空港運営や適切な施設の維持管理、サービス向上に取り
組んでいるか、適切な経営を⾏っているか等を 引き続き確認・評価していく。 

イメージ図 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 ⺠間事業者による運営事業の実施（有料道路ほか） 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県道路公社が管理する知多半島道路を始めとした有料道路 8 路線について、
2016 年 8 ⽉に道路公社が運営権者である愛知道路コンセッション（株）と実施
契約を締結し、同年 10 ⽉ 1 ⽇から運営を開始。 

●知多半島道路⼤府パーキングエリア（下り）は、道路公社、愛知道路コンセッシ
ョン（株）及びパーキングエリアの運営事業者である⼤和リース（株）が協⼒し
て整備を進め、2022 年 5 ⽉ 28 ⽇にオープン。 

●建物のデザインは世界的な建築家である隈研吾⽒の監修によるもので、飲⾷店に
「麺場 ⽥所商店」（ラーメン店）、物販店に「ファミリーマート」（コンビニ
エンスストア）が出店し、有料道路の利⽤者に快適な休憩の場を提供。 

●⼤府市の⽩魦池駐⾞場を活⽤して、⼀般道から地域の⽅々も利⽤可能。 

イメージ図 

 
⼤府 PA（下り）商業施設外観 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 Park-PFI を活⽤した県営都市公園の魅⼒向上 

機関名 愛知県 

取組内容 ●⼩幡緑地において、2021 年 4 ⽉に、愛知県として初めて Park-PFI を活⽤して⺠
間活⼒を導⼊した施設であるレストラン、バーベキューサイト及びキャンプサイ
トを有する「オバッタベッタ」をオープン。 

●⼤⾼緑地はじめ 6 公園において、⺠間活⼒を導⼊するための取組を推進するた
め、2021 年度にマーケットサウンディングを実施。 

●⼤⾼緑地プール跡地において、2021 年度にマーケットサウンディングを実施し、
2022 年度には、Park-PFI を活⽤した⺠間活⼒導⼊施設の公募を実施。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・⼤⾼緑地プール跡地においては、2023 年度に事業者を決定し、2024 年度の施
設オープンを⽬指す。 

・その他県営都市公園については、継続して⺠間活⼒導⼊に向けた取組を進め
る。 

 

イメージ図 

 
 
 

 

  

オバッタベッタ（⼩幡緑地） レストラン「マメボシ」 
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８（１）③【民間事業者による運営事業の実施】 

取組事例 愛知県営東浦住宅 PFI ⽅式整備等事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●⽼朽化した県営東浦住宅の建替えのため、平成 30 年 3 ⽉に⺠間事業者と特定事
業契約を締結し、４棟の住宅の設計・建設等を実施した。 

●余剰となった⼟地（活⽤⽤地）には、⺠間事業者が地域ニーズに応じた施設（保
育所、児童発達⽀援センター、⼾建住宅）を整備することで、安⼼で活気がある
住環境の創出を図った。 

 
●進捗 

・14 号棟･15 号棟（⿃瞰図左上）は令和 2 年 6 ⽉に、18 号棟･19 号棟（⿃瞰図
中央）は令和 3 年 7 ⽉に供⽤開始し、令和５年２⽉末に事業完了した。当事業
は PFI ⽅式の導⼊により、事業期間が約 38 ヶ⽉短縮された。 

 
●今後の予定・⽅向性 
 ・県が売却した活⽤⽤地では、⺠間事業者による整備が進められている。 
 

イメージ図 事業区域全体⿃瞰図（提案時点のイメージ） 
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８（２）【建設業の担い手確保】 

取組事例 建設技術実践プロジェクト事業（旧：⾃分たちでつくろうプロジェクト） 

機関名 ⻑野県 

取組内容 ●地域の魅⼒ある現場で⾼校⽣が⾃ら計画⽴案し、⾃らの⼿で構造物等を造り上げ
ることで、建設産業の魅⼒や実践的なものづくりの達成感を体感してもらうとと
もに技術⼒の向上を図るための学びと働きを連携させた取組。 
 

●効果や進捗 
・建設系学科のある 4 校で実施。 
・河川敷のウォーキングロード整備や歩道の環境整備などを実施。 
・⾼校教諭の声「⼟⽊⼯事の⼀連の作業の流れを実践で学び、ものづくりのおも

しろさを感じられる機会になっている。」 
・参加⾼校⽣の声「⾃分が関わって完成したものが残っていくことにやりがいを

感じる。」 
 
●今後の予定・⽅向性 

・引き続き、産・官・学で連携して、継続的かつ効果的な取組を⾏い、建設産業
への⼊職促進を図っていく。 

 
イメージ図 

   
 

  

丁張 路盤の締固め 
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基本⽅針５ ⼈材育成と共助社会の形成 

 
 

９．すべての⼈が輝く「ひとづくり」プロジェクト 
【令和 4 年度取組の概要】 
○ すべての⼈が輝く「ひとづくり」プロジェクトに向けた取組として、「多様な⼈材を育て活躍で

きる社会〜地域社会の連携による⼈材の育成・確保〜」「⼥性活躍社会〜多様なライフスタイル
の実現・⼈材育成〜」「⾼齢者参画社会〜健康⻑寿を伸ばし⽣き⽣きと活躍できる社会〜」「障
がい者共⽣社会〜誰もが社会参画し能⼒を最⼤限発揮し得る社会〜」「多⽂化共⽣社会〜多国籍
外国⼈が安全・安⼼に働き、暮らせる社会〜」に関する取組が、積極的に進められている。 

 「多様な⼈材を育て活躍できる社会〜地域社会の連携による⼈材の育成・確保〜」では、「地域
に愛着を持ち定着する⼈材の育成確保」として、これから居住地の選択を伴う転機を迎える若
年層をターゲットに、他の⼤都市圏に⽐べた愛知県の強みである「住みやすさ」について、様々
なＰＲ事業を実施した。また、「地域の魅⼒を体感できる実践的教育」として、地域に根差した
独⾃の探求的な学びの取組が⾏われた。 

 「⼥性活躍社会〜多様なライフスタイルの実現・⼈材育成〜」では、ワーケーション等のワン
ストップ窓⼝である「静岡県中部テレワークコンシェルジュ」では、地域課題解決型ワーケー
ションモデルの構築やセミナー開催による受⼊体制の強化などの取組が⾏われている。 

 「障がい者共⽣社会〜誰もが社会参画し能⼒を最⼤限発揮し得る社会〜」では、「障がい者の雇
⽤拡⼤や職場定着⽀援」として、⽔福連携の拡⼤に向けたコーディネート⼈材の育成・活動⽀
援が実施された。 
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１０．新たな「つながり」社会構築プロジェクト 
 

【令和 4 年度取組の概要】 
○ 新たな「つながり」社会構築プロジェクトに向けた取組みとして、「共助社会」「地域に愛着あ

るまちづくり・安⼼な暮らし」に関する取組みが、積極的に進められている。 
 「共助社会」では、「中間⽀援組織の取組」として、公共的活動を応援する寄附募集のウェブサ

イトを活⽤したＮＰＯ等の資⾦調達やＮＰＯと⼈材のマッチングが⾏なわれた。また、「地域づ
くりの担い⼿やリーダーとなる⼈材の育成・確保」として、あいち STEM 教育推進事業が実施
された。 

 「地域に愛着あるまちづくり・安⼼な暮らし」では、「地域包括ケアシステムの構築」として『静
岡型地域包括ケアシステム』構築に向け、在宅医療・介護連携推進事業等の推進を⽬的とした
在宅医療冊⼦や認知症疾患医療センター運営事業等の推進を⽬的とした認知症冊⼦を作成し、
市⺠や関係機関へ配布した。 
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■コラム（取組例） 
９．すべての⼈が輝く「ひとづくり」プロジェクト 
９①【地域に愛着を持ち定着する人材の育成確保】 

取組事例 愛知の住みやすさ発信事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県への⼈⼝流⼊・定着を促進するため、就職活動を控えた学⽣など、これか
ら居住地の選択を伴う転機を迎える若年層を中⼼に、他の⼤都市圏に⽐べた本県
の強みである「住みやすさ」について、ＰＲ事業を実施。 
 

●若年層に向けた広告配信 
・SNS で、2021 年度に制作したマンガ動画を活⽤した宣伝効果の⾼い広告を配

信することにより、住みやすさ発信サイトへの誘導率の向上を図る。なお、配
信対象者は属性（エリア・性別・年代・関⼼事項等）により絞ることで、効果
的に実施する（Ｒ４年 12 ⽉〜Ｒ５年 1 ⽉）。 

 
●東京圏⼤学⽣向け魅⼒発信 

・東京圏の⼤学⽣に向け、⼤学構内において魅⼒を発信（⾷堂トレイ、構内サイ
ネージを活⽤）し、確実な認知を図る。（Ｒ４年 10 ⽉、Ｒ５年 1 ⽉〜2 ⽉） 

 
●⺠間情報サイトへの広告記事掲載 

・若年⼥性向けに「マイナビウーマン」へ愛知の住みやすさをＰＲする広告記事
を掲載（Ｒ４年 10 ⽉）。 

 
●インフルエンサーによるＳＮＳでの魅⼒発信 

・SNS で影響⼒を持つ⼈物や団体（インフルエンサー）を起⽤。若年層に対し
て、SNS 上で愛知の住みやすさに関する効果的な魅⼒発信を⾏う（Ｒ４年 12
⽉）。 

 
イメージ図 

    
 

マンガ動画「愛知のわたしごと」 
愛知に住みたくなる 

BOOK 2023 年版 
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９①【地域の魅力を体感できる実践的教育】 

取組事例 地域に根ざした探究的な学びである「信州学」の推進 

機関名 ⻑野県 

取組内容 ●全ての県⽴⾼校で、地域の特⾊を⽣かし、地域に根差した独⾃の探究的な学びに
取り組んでいる。 

●学習成果の発表の場として、「⾼校⽣学びのフォーラム⻑野（マイプロ⻑野県
Summit）」を開催することで、「探究的な学び」を通して地域課題に向き合う⾼
校⽣を⽀援している。 

 
●効果や進捗 

・地域の特⾊を⽣かして取り組む、地域に根差した学びとして各⾼校に定着し、
深まりを⾒せている。 

・県⽴⻑野図書館のポータルサイト「信州ナレッジスクエア」において、冊⼦「わ
たしたちの信州学」のデジタルブックを公開しており、活⽤の幅が広がってい
る。 

 
●今後の予定・⽅向性 

・今後も「⾼校⽣学びのフォーラム⻑野（マイプロ⻑野県 Summit）」の取組等を
通して、「信州学」をはじめとした探究的な学びの推進を図る。 

イメージ図 ・「わたしたちの信州学」（信州ナレッジスクエア） 
 （https://ereading.cs.nii.ac.jp/nagano/book/index.html） 
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９②【多様なワークスタイルの実現に向けた環境整備】 

取組事例 「ワーケーション推進事業」モデル実証事業 
機関名 静岡県 

取組内容 ●テレワークの１つの形態であるワーケーションは、ポストコロナにおける多様な
働き⽅を推進する上で重要な要素として位置付けられる。ワーケーションは、地域
との交流による関係⼈⼝の創出やビジネス発展、さらには地域課題解決など地⽅
創⽣に資する取組として期待されているが、企業のワーケーション制度導⼊率は、
５％程度と普及が進んでいない状況である。 

●ワーケーション等のワンストップ相談窓⼝である「静岡県中部テレワークコンシ
ェルジュ」（令和 3 年 12 ⽉設置）では、企業にとって⾼付加価値のあるワーケー
ションモデルを造成し、実証を通じて優良事例の創出を⽬指すとともに、地域の受
⽫の掘り起こし及び連携強化と受⼊れ体制の構築により、当該地域でのワーケー
ションの普及を推進する。 

 
●静岡県中部テレワークコンシェルジュの具体的な取組 

・茶産業に関連した地域課題解決型ワーケーションモデルの構築 
・異業種間交流を取り⼊れたワーケーション実施に係る企業公募 
・セミナー開催による受⼊体制の強化 
・情報発信（県ホームページや SNS への掲載） 

 
イメージ図 
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９④【障がい者の雇用拡大や職場定着支援】 

取組事例 ⽔福連携の拡⼤に向けたコーディネート⼈材の育成・活動⽀援 

機関名 三重県 

取組内容 ●県全域への⽔福連携の拡⼤に向け、漁業者と福祉事業所等のマッチングに取り組
む専⾨⼈材として、⽔産業施設外就労コーディネーターを育成するため、令和 4 年
8 ⽉から 10 ⽉に、オンラインの座学講座と実地研修による⽔福連携におけるコー
ディネーター育成研修を開催。 

 
●今後の予定・⽅向性 
 ・育成した 3 名のコーディネーターについて、マッチング活動の⽀援を⾏い、障が

い者の就労機会の拡⼤に取り組む。 
 

イメージ図 

 
 

 
⽔福連携におけるコーディネーター育成研修（実地研修） 
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１０．新たな「つながり」社会構築プロジェクト 
１０（１）【中間支援組織の取組】 

取組事例 ⻑野県みらいベース、⻑野県プロボノベース 

機関名 ⻑野県 

取組内容 ●県が開発した公共的活動を応援する寄附募集のウェブサイト「⻑野県みらいベー
ス」を（公財）⻑野県みらい基⾦が運営し、ＮＰＯ等の資⾦調達を⾏っている。 
（令和４年８⽉末時点寄附受領額累計：1 億 7,385 万円） 
●平成 28 年５⽉に構築した「⻑野県プロボノベース」を（公財）⻑野県みらい基
⾦と共同運営し、ＮＰＯと⼈材のマッチングを⾏っている。 
 

イメージ図 

 
みらいベース仕組み 

 
プロボノベース仕組み 

  

　登  録

 助成申請

寄　附 　助  成

公益法人として認定
（H30.11)

◇ インターネット上で公共的活動応援サイト

「長野県みらいベース」を運用

◇ ネット以外でも寄附呼びかけ

≪４つの寄附プログラム≫

寄附募集の仕組み

「長野県みらいベース」

平成25年４月22日

運 用 開 始

① 事業指定プログラム

応援したい事業を指定して寄附

② 団体指定プログラム

団体を指定して寄附

（代表的な公共的活動団体を登録）

③ 冠寄附・助成プログラム

寄附者（企業、個人）の名前等を冠

した助成プログラム

④ 地域・分野指定プログラム

特定の事業や団体ではなく、地域や

分野を指定して寄附

公益財団法人長野県みらい基金が運用

県

民

・

企

業

等

公共的活動

を行う団体

・広義のＮＰＯ

・ＮＰＯ、企業、

行政等の連合体

寄附金控除

等が適用

県

寄附募集活動

寄附の一定割合（20％）

を運営経費に充てる

② 合 意

◇ 登録者間で相互に検索してマッチング

◇ マッチングのフォローアップ

（お見合い会の実施等）

◇ ＮＰＯ・プロボノから人材についての

相談受付、人材発掘、双方引き合わせ

◇ ＮＰＯの運営に関する相談受付、指導

実施（協働コーディネートデスクと連携）

①

登録

対象

・税理士、行政書

士等の有資格者

・専門的な知識・

スキルや経験のあ

るボランティアや

シニア世代等

プロボノ ＮＰＯ

対象

・ＮＰＯ法人

・ＮＰＯ法人

以外の公共的

活動団体

ＮＰＯ人材応援システム（仮称）

② 合 意

◇ 登録者間で相互に検索してマッチング

◇ マッチングのフォローアップ

◇ ＮＰＯ・プロボノから人材についての

相談受付、人材発掘、双方引き合わせ

◇ ＮＰＯの運営に関する相談受付、指導

実施（協働コーディネートデスクと連携）
①

登録
①

登録

長野県プロボノベースプロボノ

対象

・ＮＰＯ法人

・ＮＰＯ法人

以外の公共的

活動団体

ＮＰＯ
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１０（１）【地域づくりの担い手やリーダーとなる人材の育成・確保】 

取組事例 あいちＳＴＥＭ教育推進事業 

機関名 愛知県 

取組内容 ●愛知県の「ものづくり産業」を維持・発展させていくため、県⽴⾼校において
STEM【Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（⼯学）、 Mathematics
（数学）の 4 つの分野】に重点を置いた教育を推進。 
 
●あいち STEM 教育推進事業概要 

・あいち STEM ハイスクール研究指定事業 
→ 県⽴⾼校（普通科、⼯業科、商業科）5 校を研究指定校とし、理数⼯学系

⼤学等と連携して、STEM に重点を置いた教育課程を実施。 
・あいち STEM 能⼒育成事業 

→ 科学技術に関わる先進的教育活動の発表及び情報交換 
→ 理数的能⼒の向上を図る競技⼤会（あいち科学の甲⼦園） 
→ ⼤学と連携した、⾃然科学や情報技術分野等の先端的な理数教育（知の探

究講座） 
→ 企業と連携した、ものづくり技術や⼯学分野の先進的な教育(技の探究講

座) 
・あいち STEM 教育普及事業 

→ IT・航空 STEM 講座 

イメージ図 

   
あいち STEM ハイスクール研究指定事業 
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１０（２）③【安心な医療・介護・福祉環境の構築】 

取組事例 地域包括ケアシステムの構築 

機関名 静岡市 

取組み内容 ●「静岡型地域包括ケアシステム」構築に向けた「⾃宅でずっと」在宅医療・介護
連携推進事業、⽣活⽀援体制整備事業の推進を⽬的とした在宅医療冊⼦「よくわ
かる在宅医療＆介護」を作成（R4：10,000 部作成）し、市⺠や関係機関に向け
て以下のとおり配付した。 
・単位⾃治会⻑に配付（1,070 部） 
・⺠⽣委員・児童委員にパンフレット配付（1,585 部） 
・地域包括⽀援センターに配付（750 部） 
・市内病院に配付（115 部） 
・認知症疾患医療センターに配付（15 部） 
・医師会、⻭科医師会、薬剤師会に配付（1,178 部） 
・⽼⼈福祉センターに配付（195 部） 
・その他庁外関係機関（市社協等）に配付（629 部） 
・庁内関係課（⽣涯学習推進課、図書館等）に配付（960） 

イメージ図 パンフレットの冊⼦ 
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１０（２）③【安心な医療・介護・福祉環境の構築】 

取組事例 地域包括ケアシステムの構築 

機関名 静岡市 

今年度の 
取組み内容 

●「静岡型地域包括ケアシステム」構築に向けた認知症疾患医療センター運営事業、
認知症初期集中⽀援推進事業、認知症カフェ普及促進事業等の推進を⽬的とした
認知症冊⼦「みんなの認知症予防」を作成（R４：10,000 部作成）し、市⺠や関
係機関に向けて以下のとおり配付した。 
・単位⾃治会⻑に配付（1,070 部） 
・⺠⽣委員・児童委員にパンフレット配付（1,585 部） 
・地域包括⽀援センターに配付（750 部） 
・市内病院に配付（115 部） 
・認知症疾患医療センターに配付（450 部） 
・医師会、⻭科医師会、薬剤師会に配付（1,178 部） 
・認知症サポーター養成講座にて配付（2,166 部、１⽉末時点） 
・⽼⼈福祉センターに配付（195 部） 
・その他庁外関係機関（市社協等）に配付（746 部） 
・庁内関係課（⽣涯学習推進課、図書館等）に配付（970） 

イメージ図 パンフレットの冊⼦ 

 
 

３ 参 考 資 料 ＜ 中 部 圏 を 取 り 巻 く 情 勢 ＞
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【製造品出荷額等】
中部圏の令和2年の製造出品荷額等は約83兆円で、全国の

製造出荷額等に対する中部圏の割合は令和2年では27.3％を
占めている。

資料︓経済産業省「⼯業統計調査」
中部圏の製造品出荷額推移

【輸出額・輸⼊額】
名古屋港からの輸出額は、約12.4兆円と輸⼊額の2.4倍程

度となっている。

資料︓名古屋税関「貿易年表」
名古屋港からの輸出⼊額の推移

【製造業の企業⽴地件数】
中部圏の製造業の企業⽴地件数は、令和3年で215件あり、

中部圏の割合は平成26年以降、増加傾向にあり、令和3年に
は約24.9％である。

資料︓経済産業省「⼯場⽴地動向調査」
製造業の企業⽴地件数

基本⽅針１ 世界最強・最先端のものづくりの進化
１．ものづくり中部・世界最強化

【製造業の従業者⼀⼈当たり付加価値額】
製造業の⼀⼈当たり付加価値額は各県ともに横ばいないし

は減少傾向で推移している。

資料︓経済産業省「⼯業統計調査」
製造業の従業者⼀⼈当たり付加価値額
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【訪⽇外国⼈都道府県別訪問数】
訪⽇外客数に都道府県別訪問率を乗じた県別訪問数は、

平成23年から約6.3倍に増加している。

資料︓国⼟交通省「訪⽇外国⼈消費動向調査」
観光局「年別訪⽇外客数、出国⽇本⼈数の推移」

県別訪⽇外客数（訪⽇外客数×訪問率）

【訪⽇外国⼈延べ宿泊者数】
訪⽇外国⼈延べ宿泊数は、平成23年以降に急増しており、

令和元年には975万⼈となっている。全国の訪⽇外国⼈延べ宿
泊者数に対する中部圏の割合は8〜9％前後で推移している。

なお、令和2年以降はコロナ禍の影響を強く受けた数値と
なっている。

資料︓観光庁「宿泊旅⾏統計調査」
訪⽇外国⼈延べ宿泊者数

基本⽅針２ スーパー・メガリージョンのセンター、我が国の成⻑を牽引
２．リニア効果最⼤化対流促進
３．新たな観光交流おもてなし

【国際コンベンション開催件数】
中部圏内の国際コンベンション開催数は増加傾向にあり、

令和元年には平成23年から約2.2倍となっている。
なお、令和2年以降はコロナ禍の影響を強く受けた数値と

なっている。

資料︓⽇本政府観光局「国際会議統計」
国際コンベンション開催件数

【中部圏のクルーズ船寄港回数】
中部圏のクルーズ船寄港回数は平成27年以降増加傾向に

あったが、令和2年以降はコロナ禍の影響を強く受けた数値と
なっている。

資料︓国⼟交通省「訪⽇クルーズ旅客数及びクルーズ船の寄港回数」
中部圏のクルーズ船寄港回数
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【1⼈当たり県⺠所得】
全ての県において、令和元年の1⼈当たり県⺠所得は、平成
23年と⽐較すると20万円〜40万円増加している。

資料︓内閣府「県⺠経済計算」
1⼈当たり県⺠所得の推移

基本⽅針３ 地域の個性と対流による地域創⽣
４．中部圏創⽣暮らしやすさ実感
５．快適・安全安⼼な⽣活環境実現

【県内総⽣産】
県内総⽣産の中部圏合計は、令和元年で83兆円である。

資料︓内閣府「県⺠経済計算」
県内総⽣産の推移

【⼩さな拠点形成数】
⼩さな拠点は、中部圏において２０２箇所形成されている。

資料︓内閣府「⼩さな拠点の形成に関する実態調査」
現在形成されている⼩さな拠点数

【中部圏の乗合バス⾛⾏キロ】
中部圏の乗合バス⾛⾏キロは、中部圏全体として減少傾向

にある。

資料︓国⼟交通省「数字で⾒る⾃動⾞2022」
「数字でみる中部の運輸2022」
「北陸信越交通・運輸統計年鑑」

中部圏の乗合バス⾛⾏キロ
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【防災拠点となる公共施設等の耐震率】
中部圏の防災拠点となる公共施設の耐震率は上昇してい

る。

資料︓消防庁「地⽅防災⾏政の現況」
防災拠点となる公共施設等の耐震率

基本⽅針４ 安全・安⼼で環境と共⽣した中部圏形成
６．中部・北陸圏強靱化
７．環境共⽣・国⼟保全
８．インフラ戦略的維持管理

【低公害燃料⾞保有⾞両数】
低公害燃料⾞保有⾞両数は、中部圏全体では増加しており、

令和4年は平成27年の2倍以上の伸びとなっている。

資料︓（財）⾃動⾞検査登録情報協会「⾃検協統計 ⾃動⾞保有⾞
両数」 より作成 ※低公害燃料⾞︓ハイブリッド、プラグインハ

イブリッド、電気、燃料電池、CNG、メタノール
低公害燃料⾞保有⾞両数

【⾃主防災組織活動カバー率】
⾃主防災組織活動カバー率は、いずれの県も85％以上であ

り、全国平均を上回る。

資料︓消防庁「地⽅防災⾏政の現況」
⾃主防災組織活動カバー率

【⽔質測定結果（環境基準達成率（COD）】
伊勢湾⽔質測定結果の環境基準達成率は平成29年以降上昇

し改善傾向にあったが、令和3年は低下した。

資料︓環境省「公共⽤⽔域⽔質測定結果」より作成
⽔質測定結果（環境基準達成率（COD）
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基本⽅針５ ⼈材育成と共助社会の形成
９．すべての⼈が輝く「ひとづくり」

１０．新たな「つながり」社会構築

【労働⼒⼈⼝率】
中部圏全ての県で上昇傾向を⽰しており、全国平均を上

回っている。

資料︓総務省「⼈⼝推計」「労働⼒調査都道府県別結果」
労働⼒⼈⼝率

【合計特殊出⽣率】
中部圏の各県は低下傾向を⽰しているが、いずれの県も全

国平均を上回る。

資料︓厚⽣労働省「⼈⼝動態調査」
※中部圏の数値は各県の単純平均

合計特殊出⽣率

【70歳以上まで働ける企業の割合】
70歳以上まで働ける企業の割合は全県とも年々増加傾向に

ある。（令和3年からは、集計対象が従業員31⼈以上の企業
から21⼈以上の企業に変更された）

資料︓⻑野、岐⾩、静岡、愛知、三重労働局
「⾼年齢者の雇⽤状況」

70歳以上まで働ける企業の数

【障がい者実雇⽤率】
障がい者実雇⽤率は全県とも増加傾向にある。

資料︓厚⽣労働省「障害者雇⽤状況の集計結果」
障害者実雇⽤率
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